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1. 事業の概要 

1.1. 事業の趣旨・目的 

人工知能（ＡＩ：Artificial Intelligence）、ビッグデータ、IoT（Internet of Things）、ロ

ボティクス・RPA（Robotic Process Automation）等の最先端テクノロジーの急速な高度化

と応用領域の拡大は、ビジネスから日常生活に至る多様な局面に強烈なインパクトを与え、

多大な変化をもたらしつつある。例えば、今後 10 数年のうちに仕事の半数が先端技術に代

替されると予測する大学やシンクタンクもあり、日々その現実性は増している。 

このような技術革新の劇的な加速に伴い企業では今後の発展に向けて、経営戦略やＩＴ

戦略の策定とその実現に対する根本的な見直しを余儀なくされている。 

ここで重要な役割を担うのが、ＩＴ戦略の立案やＩＴを高度に活用した事業革新・業務改

革を主導するＩＴストラテジストであり、ＡＩをはじめとする最新技術への対応が急務と

なっている。 

しかしながら、最新技術教育は大都市圏の一部で始まりつつあるが、業界全体の需要の拡

大に対して充分な供給とはなっていない。特に地方都市では、ほぼ未整備というのが実状で

ある。 

そこで本事業では、ｅラーニングを活用した「ＩＴエンジニアのための最新テクノロジー

学び直し講座」の実施環境と先端技術を継続的にキャッチアップする体制を構築する。これ

により、事業革新や業務改革の推進できる中核人材ＩＴストラテジストを養成し、地域産

業のＩＴパワーの増進「ＩＴの地産地消」を促進することが狙いである。 

 

 

1.2. 学び直し講座の学習者のターゲット・目指す人材像 

学び直し講座の想定する受講者は、現役のＩＴエンジニアである。学び直し講座を通して、

ＡＩ、ビッグデータ等の最先端テクノロジーを活用したＩＴ戦略の構想・策定から実行マネ

ジメントを主導する中核人材「ＩＴストラテジスト」の養成することを狙いとしている。 

ＩＴストラテジストは経営と情報技術の橋渡し役となる専門人材で、企業の経営戦略から

ＩＴを活用した情報化戦略やビジネスモデルの構築、その実現に向けた全体計画や実行体

制の策定といった情報化の上流工程を主に担当するスペシャリストである。ＩＴ企業の開

発部門やユーザ企業の経営戦略部門・情報部門などが主な活動の場となる。 
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1.3. 社会人学び直しの課題・本事業の必要性 

●社会人が学び直す学習機会の整備が進んでいない 

ＡＩやビッグデータ等の最先端テクノロジーが実社会での応用が急展開・加速したのは、

2010 年代に突入してからのことである。かねてからＩＴ分野は技術の進展が著しいとされ

てきたが、近年の技術革新と適用領域の拡大は年々加速度を増し、質的な面での進化も含め

て一層の激しさを見せている。 

このような最新技術はこれまで研究レベルで取り組まれてきた経緯から、実務に携わる

ＩＴエンジニアの大半にとっては未知の領域である。そのため、自己啓発・独学には自ずと

限界があり、ＡＩをはじめとする最先端テクノロジーに関する研修・教育訓練に対して高い

学習ニーズがある。しかしながら、これらのテクノロジーの実用化は急展開であったことも

あり、幅広い学習ニーズに対して供給が追いついていない、学び直しのための学習機会が十

分に整えられていないのが実状である。 

  

●最新技術の研修・教育訓練の開催は大都市部に集中している 

社会人・実務者のスキルアップを目的とするＩＴの専門的な研修・教育訓練は、全国規模

で定期的に実施されている。しかし、最新技術をテーマとする教育訓練は東京や大阪等の大

都市部に集中しており、かつ実施形態は数日間に及ぶ集合研修である。国内のＩＴパワーの

多くが大都市部に集積しているという業界の構図が反映されたものだが、地方都市の企業・

エンジニアにとって、業務を抱えた中で時間を確保し遠方に赴きに教育訓練に参加すると

いうことは容易ではなく、結果としてこれが学びの機会を制限している。 

このような状況が続くことは、ＩＴパワーの地域間格差のさらなる拡大へとなり、「ＩＴ

地産地消」の促進や活気ある地方創生の阻害要因となっていくことも危惧されるところで

ある。 

※「ＩＴ地産地消」：地元の開発案件を（東京等の他地域ではない）地元ＩＴ企業等が担う

こと。開発案件の元請けが東京等の企業となり地元企業はその下請け・孫請けとなる旧来か

らの構図から脱却し、地元企業の活性化・発展を促進することが狙い。 

 

●不規則・多忙な業界特性、エンジニアは規則的な時間的確保が難しい 

1990 年代後半のｅラーニング登場後、その普及が先行したのはＩＴ分野と語学分野であ

る。 

ＩＴ分野でｅラーニングの利用が拡大した理由は、受講者がＩＴを使いこなしていた

人々であったことや教育内容のコンテンツ化が容易であったことなどに加えて、ＩＴ業界
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の特性が大きく影響している。エンジニアは絶え間ない技術革新へのキャッチアップが要

求される一方で、ＩＴ業務特有の仕事の不規則さ・多忙さにより集合研修を受ける時間の確

保が容易ではないことから、自分のペースで学べるｅラーニングが重宝され、活用が促進さ

れたのである。 

このような業界の実状を鑑みれば、規則的な時間の確保が学び直しのハードルであり、換

言すれば、時間や場所に制約されないｅラーニングが、有効な学習機会の提供手段であるこ

とを意味している。 

 

●本事業の取り組みの特徴 

企業の経営革新や新しいビジネスモデルの展開などにおいてＩＴと経営、経営戦略とＩ

Ｔ戦略の融合が重要さを増す中で、ＩＴ戦略の構想・実現に係る研修も実施されるようにな

った。また、一方、ここ数年の間で急速な発展を遂げているＡＩや IoT 等の最新テクノロジ

ーをテーマとする研修事例も登場し始めている。 

これに対して、これら両者をつなぐ教育訓練、すなわち「最新テクノロジーの戦略的活

用・ＩＴ戦略の策定・展開」を中心テーマとする教育訓練は先進的であり、この点が本事業

の取り組みの大きな特徴となっている。 

 

 

1.4. 実施体制 

 本事業の推進主体として、専門学校ＩＴカレッジ沖縄を代表機関とする実施委員会を学

内に組織した。構成機関は情報技術分野の学科を運営している専門学校、大学の他、ＩＴ企

業、ＩＴ業界の関連組織・団体である。 

 実施委員会は、事業活動の基本方針・計画の策定、具体的な事業活動の内容や活動成果の

活用・展開など、事業における重要事項について検討と決定を行った。また、講座の開発や

実施などの事業活動の実務を担当する下部組織である分科会に対して、実務に係る指示、活

動成果に対する評価と助言などを行い、事業成果をとりまとめていく役割も担った。 

 分科会は実施委員会の構成機関に所属する適任者により組織した。分科会は実施委員会

の管理の下、学び直し講座の開設・実施などに係る実作業を担当した。その実務の一部につ

いては、分科会が主導する体制で外部業者の協力を得て実施した。 

 また、実施委員会の開催をはじめとする事業の事務全般を担当するものとして、事務居ｋ

を設けた。 

 以下に実施委員会の構成機関を一覧で示す。 
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図表 1-1 実施委員会の構成機関 

構成機関（学校・団体・機関等）の名称 都道府県名 

１ 学校法人フジ学園 専門学校ＩＴカレッジ沖縄 沖縄県 

２ 学校法人桑園学園 札幌未来情報専門学校 北海道 

３ 学校法人三橋学園 船橋情報ビジネス専門学校 千葉県 

４ 学校法人中村学園 専門学校静岡電子情報カレッジ 静岡県 

５ 学校法人コンピュータ総合学園 神戸電子専門学校 兵庫県 

６ 国立大学法人 琉球大学 沖縄県 

７ 学校法人 札幌学院大学 北海道 

８ 一般財団法人沖縄ＩＴイノベーション戦略センター 沖縄県 

９ 一般社団法人ＩＴ人材育成協会（ＩＴＨＲＤ） 東京都 

10 株式会社さうすウェーブ 沖縄県 

11 株式会社ｏｋｉｃｏｍ 沖縄県 

12 株式会社オーシーシー 沖縄県 

13 株式会社サートプロ 東京都 
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1.5. 最新テクノロジー学び直し講座の概要 

 概要 

 「ＩＴエンジニアのための最新テクノロジー学び直し講座」（以下、本学び直し講座）は、

変革期に対応した事業革新や業務変革に向けて、最新テクノロジーを活用したＩＴ戦略の

策定・展開を主導できる中核人材に求められる専門知識・スキルを学習する内容で構成され

ている。具体的には、人工知能（ＡＩ：Artificial Intelligence）、ビッグデータ、IoT（Internet 

of Things）など現在の企業活動、事業展開において重要性の高いテクノロジーを取り上げ

ている。併せて、これらの最新テクノロジーを経営戦略に融合し、実効性の高いＩＴ戦略を

策定・展開するための実践スキルも学習のターゲットである。 

 本学び直し講座は、多忙な社会人（ＩＴエンジニア）の学び直しを支援すべく、専門知識

の学習ではｅラーニングを活用する。また、ＩＴ化の上流工程であるＩＴ戦略策定やシステ

ム化企画などの実践スキルの習得については、ケーススタディ・ＰＢＬ（Project Based 

Learning）といったアクティブラーニングの手法を取り入れた集合研修とｅラーニングを

組みわせたブレンディング方式で実施する。 

 

 

 カリキュラム 

 対象者 

 本学び直し講座の対象者は現役のＩＴエンジニアで、最新テクノロジーの技術動向と実

践に関する専門知識を身につけ、それらを活用したＩＴ戦略の策定・展開を主導できるＩＴ

ストラテジストへのキャリアアップをめざす者である。 

想定する受講者のスキルレベルは、ＩＴスキル標準のレベル 3 以上とする。 

 

 内容構成 

 本学び直し講座のカリキュラムは、「最新テクノロジー」と「ＩＴ戦略的活用」というふ

たつの領域で構成されている。 

 領域「最新テクノロジー」は、現在のＩＴ戦略を構想・実現する上で重要なキーとなるテ

クノロジーを取り上げ、それぞれの具体的な技術の内容や応用・活用、今後の予想される動

きなどについて学習する。技術の応用・活用では、最新テクノロジー活用の成功事例の分析

をテーマとするワークショップを組み入れている。 

 領域「ＩＴ戦略的活用」では、経営とＩＴを結びつける具体的な方法としてのＩＴ戦略の
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策定・展開について学習する。その実践スキルの習得を狙いとして、集合研修ではプロジェ

クト案件に取り組むＰＢＬを実施する。 

 

 教育手法・時間数等 

 本学び直し講座の総学習時間数は 60時間である。教育手法はｅラーニングによる自己学

習と、アクティブラーニングを取り入れた集合研修によるブレンディングとする。60 時間

のうちｅラーニングの学習時間数は 42時間、集合研修は 18時間である。ただし、ｅラーニ

ングは自己学習であるため、この学習時間数は想定される標準的な時間数であり、実際の学

習では個人差がある。 

 

 各領域の学習分野と学習ユニット構成 

（1） 全体 

 学び直し講座のカリキュラムはふたつの領域「最新テクノロジー」と「ＩＴ戦略的活用」

からなるが、それぞれの学習ユニット（科目に相当する講座実施の最小単位）構成を以下に

示す。 

 

図表 1-2 領域「最新テクノロジー」の学習分野と学習ユニット構成 

学習分野 学習ユニット 時間数 実施形態 

オーバービュー オーバービュー 1.5h ｅラーニング 

人工知能 

人工知能の基礎 3.0h ｅラーニング 

機械学習・深層学習 6.0h ｅラーニング 

人工知能の応用 6.0h ｅラーニング 

ビッグデータ 

ビッグデータの基礎 3.0h ｅラーニング 

データ分析の基礎 3.0h ｅラーニング 

ビッグデータの分析と活用 3.0h ｅラーニング 

IoT 
IoT の基礎 3.0h ｅラーニング 

IoT の活用 3.0h ｅラーニング 

最新テクノロジー活用 応用ワークショップ 6.0h 集合研修 

計 37.5h  
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図表 1-3 領域「ＩＴ戦略的活用」の学習分野と学習ユニット構成 

学習分野 学習ユニット 時間数 実施形態 

経営戦略とシステム 

戦略 

企業と法務 2.5h ｅラーニング 

経営戦略 4.5h ｅラーニング 

システム戦略 3.5h ｅラーニング 

ＩＴ戦略実践 ＩＴ戦略実践演習 12.0h 集合研修 

計 22.5h  

 

（2） 領域「最新テクノロジー」の学習ユニット構成 

 領域「最新テクノロジー」の学習分野とそれを構成する学習ユニットを以下に示す。 

  

図表 1-4 領域「最新テクノロジー」の学習ユニット構成 

学習分野 内容・学習ユニット構成 

オーバービュー 

計 1.5 時間 

【内容】 

最新テクノロジーの動向、業界動向、成功事例、今後の予測される展

開などについて学習する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

最新テクノロジーオーバービュー 1.5h ｅラーニング 

  

人工知能 

計 15.0 時間 

【内容】 

人工知能の技術動向や要素技術、手法、応用事例などを学習する。特

に深層学習は詳しく扱い、ＩＴ戦略への応用・展開に向けた専門知識

を獲得する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

人工知能の基礎 3.0h ｅラーニング 

機械学習・深層学習 6.0h ｅラーニング 

人工知能の応用 6.0h ｅラーニング 

  

ビッグデータ 

計 9.0 時間 

【内容】 

ビッグデータの動向や応用事例、ビッグデータ活用のための手法など

を学習し、ＩＴ戦略への応用・展開に向けた専門知識を獲得する。 
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【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

ビッグデータの基礎 3.0h ｅラーニング 

データ分析手法 3.0h ｅラーニング 

ビッグデータの分析と活用 3.0h ｅラーニング 

  

IoT 

計 6.0 時間 

【内容】 

IoT システムの動向や応用事例などを学習し、ＩＴ戦略への応用・展

開に向けた専門知識を獲得する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

IoT の基礎 3.0h ｅラーニング 

IoT の活用 3.0h ｅラーニング 

  

最新テクノロジ

ー活用 

計 6.0 時間 

【内容】 

ワークショップ形式で、最新テクノロジーを活用したＩＴ戦略の実践

やビジネスモデルの事例について学習する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

応用ワークショップ 6.0h 集合研修 
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（3） 領域「ＩＴ戦略的活用」の学習ユニット構成 

 領域「ＩＴ戦略的活用」の学習分野とそれを構成する学習ユニットを以下に示す。 

 

図表 1-5 領域「ＩＴ戦略的活用」の学習ユニット構成 

学習分野 内容・学習ユニット構成 

経営戦略とシス

テム戦略 

計 10.5 時間 

【内容】 

経営戦略・事業戦略からＩＴ戦略への落とし込み、ＩＴ戦略の実行・

展開などに関する専門知識を学習する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

企業と法務 2.5h ｅラーニング 

経営戦略 4.5h ｅラーニング 

システム戦略 3.5h ｅラーニング 

  

ＩＴ戦略実践 

計 12.0 時間 

【内容】 

最新テクノロジーを活用したＩＴ戦略策定やシステム化企画の実践

スキルをケーススタディ・ＰＢＬで学習する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

ＩＴ戦略実践演習 12.0h 集合研修 

※集合研修の事前学習として課題演習を設定 
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1.6. 事業の全体像 

本事業は、2018 年度からの 3 カ年の取り組みとして計画している。以下に各年度での取

り組み内容の実績を記載する。 

 

●2018 年度 

①調査実施（最新テクノロジー応用事例） 

 目的：学び直し講座の開発（学習テーマ・題材等）に資する基礎資料の整備 

 内容：産業界における AI 等の最新テクノロジー応用事例の内容・技術活用・IT 戦略等 

の調査 

②調査実施（研修・教育訓練事例） 

 目的：学び直し講座の開発（カリキュラム等）に資する基礎資料の整備 

 内容：最新テクノロジー・IT 戦略等の研修・教育訓練事例の内容・教育手法等の調査 

③学び直し講座カリキュラム構成策定 

 目的：学び直し講座の開発に向けたカリキュラムの策定 

 内容：上記の調査①・②の結果を活用し、学習目標、学習ユニット構成、学習到達度評 

価、教育手法等を策定 

④ｅラーニング教材基本仕様策定 

目的：次年度のｅラーニング教材開発に向けて、上記③のカリキュラムに基づきｅラー

ニング教材の基本仕様を策定 

内容：機能仕様、画面仕様（画面レイアウト）、画面遷移等 

⑤ｅラーニングプラットフォーム選定基準策定 

 目的：ｅラーニング教材を受講者に提供し講師が遠隔で指導するためのプラットフォ 

ームを選定する基準の明確化 

 内容：必要となる支援機能等の要件・基準の策定 

●2019 年度 

①学び直し講座カリキュラム構成改訂 

  目的：2018 年度版カリキュラムの見直し・改訂し完成度を高める 

内容：主要項目の見直し・改訂、シラバス作成、指導ガイド作成等 

②ｅラーニング教材の作成 

目的：学び直し講座のｅラーニング教材を作成・調達 

内容：2019 年度版カリキュラムに従い、ｅラーニング教材を作成 

③ｅラーニングプラットフォーム上での試験運用 

目的：次年度の学び直し講座開設・実施の準備 

内容：プラットフォームの選定、試験利用 

④学び直し講座開設・運営の検討 
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目的：次年度の学び直し講座開設・実施の準備 

内容：開設・実施手順、学内実施体制、地域連携体制、開設・運営ガイドラインの検討   

    受講者募集・広報戦略の策定 等 

●2020 年度 

①学び直し講座カリキュラム構成改訂 

目的：学び直し講座カリキュラムの完成を高め最終版を仕上げる 

内容：学習ユニット構成の見直し、シラバス見直し 等 

②ｅラーニング教材の作成 

 目的：学び直し講座のｅラーニング教材の完成 

 内容：2020 年度版カリキュラムに従い、ｅラーニング教材を作成 

③集合研修教材の作成 

目的：学び直し講座の集合研修教材の完成 

 内容：2020 年度版カリキュラムに従い、PBL 教材、ワークショップ教材を作成 

④学び直し講座の開設・運用 

目的：学び直し講座を開設・実施し教育効果や実施運営方法等を検証し、実施モデルの

構築につなげていく 

内容：実施計画・準備、実施・運用、実施結果の評価 等 

⑤学び直し講座開設・運営モデル策定 

目的：他の専門学校でも利用可能な学び直し講座の開設・運営モデルを策定 

内容：カリキュラムモデル、運営モデル 

⑥事業成果の公開と普及展開 

目的：事業成果の周知、普及促進 

内容：事業成果のＷｅｂ公開 
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1.7. 今年度の活動 

 学び直し講座カリキュラムの改訂 

 前項「1.5.2 カリキュラム」に示した本学び直し講座のカリキュラムは、昨年度事業で策

定した学び直し講座カリキュラム（以下、カリキュラム 2019）の見直しを行い再定義した

改訂版「カリキュラム 2020」である。改訂された部分は領域「ＩＴ戦略的活用」の学習分

野「経営戦略とシステム戦略」の学習ユニットで、内容を再構成した。具体的にはカリキュ

ラム 2019 では「ＩＴ戦略策定」「ＩＴ戦略展開」と細分化されていた学習ユニットを統合

化し、新たに「企業と法務」「経営戦略」「システム戦略」という 3 つの構成へと改めた。そ

の目的は、学習ユニットの名称・区分の仕方と学習内容の対応を明確化することである。 

 

 

 教材開発 

 学習ユニット「企業と法務」「経営戦略」の教材開発 

 学習分野「経営戦略とシステム戦略」の各学習ユニット「企業と法務」「経営戦略」に対

応したｅラーニングを開発した。以下の表のうち、◎の内容が今年度事業での開発で、〇の 

内容は昨年度事業で開発したものである。 

 

図表 1-6 学習分野「経営戦略とシステム戦略」の開発教材 

学習ユニット 内容 

企業と法務 ◎経営・組織論 

◎業務分析・データ利活用 

◎会計・財務 

◎知的財産権 

◎セキュリティ関連法規 

◎労働関連・取引関連法規 

◎その他の法律・ガイドライン・技術者倫理 

◎標準化関連 

経営戦略 ◎経営戦略手法 

◎マーケティング 

◎ビジネス戦略と目標・評価 

◎経営管理システム 

◎技術開発戦略の立案・技術開発計画 
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○ビジネスシステム 

○エンジニアリングシステム 

○ｅビジネス 

○IoT システム 

○組込みシステム 

システム戦略 ○情報システム戦略 

○業務プロセス 

○ソリューションビジネス 

○システム活用促進・評価 

○システム化計画 

○要件定義 

○調達計画・実施 

 

 ｅラーニングは専門知識を解説する講義型ｅラーニングと学んだ知識の理解と定着を促

進するテスト型ｅラーニング（ＣＢＴ）の組み合わせとなっている。講義型ｅラーニングで

は、各学習ユニットの学習内容を PowerPoint スライトと音声ナレーションで解説する。そ

の特徴は、専門知識を解説するのに留まらず、産業界における具体的な事例を取り上げてい

る点である。これは、得た「知識」を実際のビジネスや経営に「応用」するためのヒントを

提示することを狙いとしている。 

さらに、講義型ｅラーニングで学習した知識を正しく理解できたかどうかを判定し、その

結果を受講者に対して即時にフィードバックするのが、４択形式のＣＢＴであるテスト型

ｅラーニングである。 

 

 学習ユニット「ＩＴ戦略実践演習」の教材開発 

学習ユニット「ＩＴ戦略実践演習」は、仮想的な事例を題材として、ＩＴ戦略の策定をグ

ループワーク（集合研修）で進めるＰＢＬ（Project Based Learning）型の演習である。 

この学習ユニットで使用する教材の基本的な構成・流れは、以下の通りである。 

 

① オリエンテーション 

② 経営環境情報収集・分析 

③ あるべき姿の構築 

④ 経営戦略策定～経営戦略企画書（概要）の作成 

⑤ ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画 

⑥ ＩＴ戦略策定～ＩＴ戦略企画書（概要）の作成 
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 題材としているのは架空の中小水産加工会社と中小建設会社である。 

これらの仮想的な企業の事例に対して、経営環境の分析、あるべき姿の構築を行い、それ

に基づいて経営戦略の策定、ＡＩ・IoT を活用した新しいビジネスモデルの構想、経営戦略・

ＩＴ戦略への落とし込みといった一連の工程を通じて、経営戦略・ＩＴ戦略の「策定」に係

るスキルの向上をめざしている。 

 以下にＰＢＬで取り組む課題を一覧で示す。 

 

図表 1-7 内容・課題 

内容 課題 

① オリエンテーション  

② 経営環境情報収集・分析 

社長の思い 

現状（As-Is）事業ドメイン分析 

業界特性分析 

経営環境分析（SWOT 分析） 

③ あるべき姿の構築 

あるべき姿（To-Be）事業ドメイン分析 

重要成功要因（CSF）の抽出 

重要成功要因（CSF）の優先順位付け 

あるべき姿のビジネスモデル 

④ 経営戦略策定 
重要成功要因（CSF）アクションプラン立案 

経営戦略企画書（概要）作成 

⑤ ＡＩ・IoT 活用ビジネスモ

デル企画 

ＡＩ・IoT 活用ビジネスモデル企画 

ＩＴ成熟度評価 

⑥ ＩＴ戦略策定 
ＩＴ経営アクションプラン立案 

ＩＴ戦略企画書（概要）作成 

 

 学習ユニット「応用ワークショップ」の教材開発 

 学習ユニット「応用ワークショップ」に対応したオリジナル教材を開発した。 

 この教材は、産業界における最新テクノロジーを活用した成功事例を題材とするケース

スタディを基本としている。各事例の環境要因や成功要因やなどの「分析」に係るスキルの

向上をめざしている。 

 具体的には、流通・小売分野、飲食分野、医療分野、公共交通分野それぞれにおける最新

テクノロジー活用の成功事例（実例）を題材としている。これらに対して、SWOT 分析や

3C 分析、4P 分析など様々な手法により分析を進めていく。 

 ひとつのケースに対する学習の流れを以下に示す。 
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図表 1-8 応用ワークショップ（ケーススタディ）の流れ 

学習項目 内容 時間 

導入 ①講座の目的・流れの説明 

②ケースの説明 
20 分 

個人ワーク ①個人ワークとして提示された課題を考える 

②個人ワークで考えた内容をまとめる 
20 分 

グループワーク ①グループとしての意見・根拠をディスカッションする 

②発表用の資料の作成 
90 分 

グループ発表 ①グループワークでディスカッションした内容を発表 

②グループ発表への質疑応答 
40 分 

講評 ①各グループの発表に対する講評 

②参考事例の解説 
10 分 

 

 

 実証講座の実施 

沖縄県内の現役ＩＴエンジニア等を対象に、本事業で開発した「ＩＴエンジニアのための

最新テクノロジー学び直し講座」の一部を実証講座として試行的に実施した。その目的は、

学び直し講座のカリキュラム、教材及び教育手法の有効性・妥当性を検証することである。 

さらに、次年度からの学び直し講座の開設・本格的な実施運営に向けた実施モデルの検討

に資する基礎的なデータを収集することも狙いとした。以下に、実証講座の実施の概要を示

す。 

図表 1-9 実証講座の実施概要 

実施期間等 

■「人工知能」（ｅラーニング） 

○学習期間：2020 年 12 月～2021 年 1 月（1.5 ヶ月） 

■「ＩＴ戦略実践演習」（集合研修） 

 ○第 1 回 2020 年 11 月 13 日（金）13:00～17:00 

 ○第 2 回 2020 年 12 月 4 日（金）13:00～16:00 

対象者 沖縄県内の現役ＩＴエンジニア（実務経験 5 年程度） 

場所 沖縄産業支援センター 

定員 12 名 

受講料 無料 

受講申込人数 8 名  

 

 実施内容は、領域「最新テクノロジー」の「人工知能」と領域「ＩＴ戦略的活用」の「Ｉ

Ｔ戦略実践演習」である。 
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 「人工知能」では、「Ｇ検定」に準拠した e ラーニング「G 検定対策講座」（株式会社アイ

デミー）を調達し実施した。 

 「ＩＴ戦略実践演習」は、本事業で開発したオリジナルの教材「最新テクノロジーを活用

したＩＴ戦略の策定」による集合研修を実施した。 

 

 

1.8. 今年度事業の成果物 

 今年度の本事業の実施による成果物を以下に記す。 

 

① カリキュラム 2020 

本学び直し講座のカリキュラム。昨年度策定のカリキュラム 2018 の改訂版。 

② ｅラーニング教材（知識解説） 

学習ユニット「企業と法務」「経営戦略」に対応したｅラーニング教材。専門知識を解

説する。 

③ ｅラーニング教材（ＣＢＴ） 

上記②のｅラーニング教材の内容を範囲とするＣＢＴ（確認テスト型ｅラーニング）。

知識の理解と定着の促進を目的とする。 

④ 集合研修教材（ＰＢＬ） 

学習ユニット「ＩＴ戦略実践演習」に対応したＰＢＬ教材。仮想的な事例に基づく経営

戦略・ＩＴ戦略の策定を学習する。 

⑤ 集合研修教材（ケーススタディ） 

学習ユニット「応用ワークショップ」に対応したケーススタディ教材。実際の事例に基

づく経営戦略・ＩＴ戦略の分析を学習する。 

⑥ 実証講座実施報告 

学び直し講座の実証講座の実施内容、結果を取りまとめた報告書。 

⑦ 学び直し講座の実施モデル 

本学び直し講座の効果的・安定的な実施に向けたモデル。 
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2. 実証講座の実施報告 

2.1. 趣旨・目的 

 沖縄県内の現役ＩＴエンジニア等を対象に、本事業で開発した「ＩＴエンジニアのための

最新テクノロジー学び直し講座」の一部を実証講座として試行的に実施した。その目的は、

学び直し講座のカリキュラム、教材及び教育手法の有効性・妥当性を検証することである。 

さらに、次年度からの学び直し講座の開設・本格的な実施運営に向けた実施モデルの検討

に資する基礎的なデータを収集することも狙いとした。 

 

 

2.2. 実施の概要 

（1） 実施内容の概要 

 実施した実証講座は、「人工知能」と「ＩＴ戦略実践演習」で構成されている。 

 「人工知能」は e ラーニングによる実施で、人工知能（ＡＩ）のビジネス活用を目的に、

機械学習・深層学習をはじめとするＡＩの専門知識を一通り学習する内容である。ＡＩの検

定試験である「Ｇ検定（ジェネラリスト検定）」に完全準拠しているｅラーニング「Ｇ検定

対策講座」（株式会社アイデミー）を選定・調達し、受講者に受講してもらうこととした。 

この「人工知能」の狙いは、昨今急速なビジネスへの応用・展開が進んでいるＡＩの専門

知識を学び、ＡＩを利用した戦略的ＩＴ化のための基盤を形成することである。 

 一方、「ＩＴ戦略実践演習」は仮想的な事例を題材として、戦略的ＩＴ化の企画をグルー

プワークで進めるＰＢＬである。事例の課題分析や、その解決策の構想・企画等に関するグ

ループでのディスカッション、プレゼンテーション、講評といった一連の活動を通じて、Ｉ

Ｔ戦略実践のスキル向上を図ることが狙いとなっている。使用した教材は、本事業活動の一

環として開発したオリジナル教材「最新テクノロジーを活用したＩＴ戦略の策定」である。 

 なお、この教材を使用する学習ユニット「ＩＴ戦略実践演習」の標準学習時間数は 12 時

間であるが、実証講座では、その内容を一通り実施するものの、一部の演習課題については

講師による解説に留め、7 時間（2 日間）の時間数に圧縮した。 

以下に実証講座実施内容の概要を一覧で示す。 
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図表 2-1 実証講座の実施内容（概要） 

学習分野 内容等 

人工知能 ■実施形態  ｅラーニング 

■教材    Ｇ検定対策講座（株式会社アイデミー） 

■内容 

ディープラーニング（深層学習）など人工知能（ＡＩ）の専門知

識とＡＩのビジネス応用について学習する。内容はＡＩの検定

試験「Ｇ検定（ジェネラリスト検定）」に完全準拠している。 

ＩＴ戦略実践演習 ■実施形態  集合研修（受講前の個人ワークあり） 

■内容 

 第 1 回集合研修 経営戦略の策定 

 第 2 回集合研修 ＩＴ戦略の策定 

 

（2） 実施日程等 

図表 2-2 実施日程等 

実施期間等 

■「人工知能」（ｅラーニング） 

○学習期間：2020 年 12 月～2021 年 1 月（1.5 ヶ月） 

■「ＩＴ戦略実践演習」（集合研修） 

 ○日時 

  第 1 回 2020 年 11 月 13 日（金）13:00～17:00 

  第 2 回 2020 年 12 月 4 日（金）13:00～16:00 

場所 沖縄県産業支援センター 

定員 12 名 

対象者 
沖縄県の企業等でＩＴ実務に従事しているＩＴエンジニア等を対象と

し、想定の実務経験 5 年程度とした。 

担当講師 

（集合研修） 

赤羽幸雄先生 

札幌学院大学客員教授・ＩＴコーディネータ／インストラクタ 

安谷屋盛広先生 

安谷屋経営コンサルティングオフィス代表・ＩＴコーディネータ／イ

ンストラクタ 

受講料 無料 

受講申込人数 8 名  
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（3） 告知・募集の方法 

 実証講座の告知・募集は、沖縄県内のＩＴ関連企業 155 社に対して、「実証講座の開催案

内」を送付し、メールにて受講申込を受け付けた。また、実施委員の企業及び専門学校ＩＴ

カレッジ沖縄の卒業生就職先企業等については、実施委員会から個別に実証講座の開催を

案内した。 

 

 

2.3. 実証講座の内容 

 「人工知能」 

 「人工知能」は人工知能（ＡＩ）の検定試験「Ｇ検定」に準拠している。その内容は、初

めてＡＩを学ぶ人を対象としており、ＡＩの定義から、ＡＩをめぐるこれまでの経緯・動向、

第三次ＡＩブームの原動力となった技術「機械学習／深層学習（ディープラーニング）」な

どに関する専門知識を学ぶ構成となっている。さらに、それらの専門知識をベースとして、

ＡＩのビジネスへの応用について学習する。 

 

図表 2-3 「人工知能」の内容 

○人工知能（AI）とは（人工知能の定義） 

○人工知能をめぐる動向  

探索・推論、知識表現、機械学習、深層学習 

○人工知能分野の問題 

トイ・プロブレム、フレーム問題、弱い AI、強い AI、身体性、シンボルグラウンディ

ング問題、特徴量設計、チューリングテスト、シンギュラリティ 

○機械学習の具体的手法 

代表的な手法、データの扱い、応用 

○ディープラーニングの概要 

ニューラルネットワークとディープラーニング、既存のニューラルネットワークにお

ける問題、ディープラーニングのアプローチ、CPU と GPU 

ディープラーニングにおけるデータ量 

○ディープラーニングの手法 

活性化関数、学習率の最適化、更なるテクニック、CNN、RNN 

深層強化学習、深層生成モデル 

○ディープラーニングの研究分野 

画像認識、自然言語処理、音声処理、ロボティクス （強化学習）、マルチモーダル 
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○ディープラーニングの応用に向けて 

産業への応用、法律、倫理、現行の議論 

 

 実証講座では、Ｇ検定準拠のｅラーニングとして、株式会社アイデミーの「Ｇ検定対策講

座」を選定・調達した。その内容は、ＡＩに関する専門知識の解説とＧ検定対策問題で構成

されている。受講はオンラインのみでスクーリングの設定はない。 

受講者には、実証講座（集合研修）でログインＩＤ・パスワード、基本的な操作方法、学

習内容について説明し、集合研修終了後の自己学習を促した。 

 

 

 「ＩＴ戦略実践演習」 

 概要 

 「ＩＴ戦略実践演習」は仮想的な事例を題材として、戦略的ＩＴ化の企画をＰＢＬの方式

で進めるグループ演習である。「人工知能」が専門知識の学習を中心とする組み立てである

のに対して、この「ＩＴ戦略実践演習」は、事例の課題分析や解決策の構想、企画といった

スキルの習得に主眼が置かれている。 

 今回の実証講座（集合研修）では、経営課題を抱える架空の水産加工会社をケースとして、

その経営戦略及びＩＴ戦略を策定し、「経営戦略企画書（概要）」と「ＩＴ戦略企画書（概要）」

を作成する演習を実施した。以下にその内容を示す。 

 

図表 2-4 「ＩＴ戦略実践演習」の内容 

テーマ 

水産加工会社の経営戦略・ＩＴ戦略の策定 

①経営戦略企画書の作成 

②ＩＴ戦略企画書の作成 

概要 
経営課題を抱える架空の水産加工会社（かりゆし水産）の経営戦略、ＩＴ

戦略を策定し、「経営戦略企画書」及び「ＩＴ戦略企画書」を作成する。 

実施方法 ＰＢＬ（Project Based Learning）によるグループ演習 

時間数 計 7 時間（受講者が事前課題に取り組む時間数は含まない） 

内容 

■1 日目（11 月 13 日）13：00～17：00 

①オリエンテーション 

②経営環境情報収集・分析 

③あるべき姿の構築 

④経営戦略策定～経営戦略企画書（概要） 作成 

■２日目（12 月 4 日）13：00～16：00 
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⑤ＡＩ・IoT 活用ビジネスモデル企画 

⑥ＩＴ戦略策定～ＩＴ戦略企画書（概要） 作成 

担当講師 

赤羽幸雄先生 安谷屋盛広先生 

※赤羽幸雄先生は 2 日目のみ、Zoom（Web 会議ツール）によるオンライ

ンで指導にあたった。 

 

 内容 

 実証講座（集合研修）では、経営戦略及びＩＴ戦略の策定に関する演習課題にグループが

取り組み、その結果をグループ単位で発表するという進め方で実施された。以下、各項目で

設定された演習課題を一覧で示す。 

なお、備考欄の「事前課題」とは集合研修の受講前に各受講者に対して課した演習課題で

ある。また、「説明課題」とはグループで取り組むのではなく、担当講師が解説した演習課

題である。なお、実証講座は 7 時間の設定であるため、演習課題の一部をグループ演習では

なく講師による説明に置き換えている（下表、「説明課題」と表記）。 

 

（1） 「経営環境情報収集・分析」の演習課題 

 1 日目の「経営環境情報収集・分析」の演習課題、取り組み内容は下表の通りである。 

 

図表 2-5 課題 

課題名 備考 

①社長の思い 事前課題 

②現状（As-Is）事業ドメイン分析 グループ演習＆発表 

③業界特性分析 説明課題 

④経営環境分析（SWOT 分析） グループ演習＆発表 

 

（2） 「あるべき姿の構築」の演習課題 

 1 日目の「あるべき姿の構築」の演習課題、取り組み内容は下表の通りである。 

 

図表 2-6 課題 

課題名 備考 

⑤あるべき姿（To-Be）事業ドメイン分析 説明課題 

⑥重要成功要因（CSF）の抽出 説明課題 

⑦重要成功要因（CSF）の優先順位付け グループ演習＆発表 
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⑧あるべき姿のビジネスモデル 説明課題 

 

（3） 「経営戦略策定～経営戦略企画書（概要）の作成」の演習課題 

 1 日目の「経営戦略策定～経営戦略企画書（概要）の作成」の演習課題、取り組み内容は

下表の通りである。 

 

図表 2-7 課題 

課題名 備考 

⑨重要成功要因（CSF）アクションプラン立案 説明課題 

⑩経営戦略企画書（概要）作成 説明課題 

 

（4） 「ＡＩ・IoT活用ビジネスモデル企画」の演習課題 

２日目の「ＡＩ・IoT 活用ビジネスモデル企画」の演習課題、取り組み内容は下表の通り

である。 

 

図表 2-8 課題 

課題名 備考 

⑪ＡＩ・IoT 活用ビジネスモデル企画 グループ演習＆発表 

⑫ＩＴ成熟度評価 グループ演習＆発表 

 

（5） 「ＩＴ戦略策定～ＩＴ戦略企画書（概要）の作成」の演習課題 

 ２日目の「ＩＴ戦略策定～ＩＴ戦略企画書（概要）の作成」の演習課題、取り組み内容は

下表の通りである。 

 

図表 2-9 課題 

課題名 備考 

⑬ＩＴ経営アクションプラン立案 説明課題 

⑭ＩＴ戦略企画書（概要）作成 説明課題 
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 集合研修の実施 

図表 2-10 実施の様子（１日目） 
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図表 2-11 実施の様子（２日目） 
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2.4. 実証講座の検証方法 

 集合研修の終了時に、受講者に対して事後アンケートを実施し、実証講座に対する評価や

意見を求めた。設問の内容は、研修内容の各テーマの理解度、受講者自身の仕事への有用さ・

役立ち、研修全体の学習量や難易度の適切さ、今後さらに学びを深めたいテーマなどで構成

した。 

 なお、アンケートは Google Form によりネットワーク上で回答を求めるやり方とした。 

 

図表 2-12 アンケート画面（一部） 
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2.5. 実施結果 

 受講者アンケートの結果 

 事前課題への取り組み 

 事前課題「社長の思い」について「全ての課題に取り組んだ」が 6 名、「一部の課題に取

り組んだ」が 2 名、「全く取り組まなかった」という受講者はいなかった。 

 

図表 2-13 事前課題への取り組み 

 

 

 各テーマの理解と自身の仕事への役立ち 

（1） 経営環境情報収集・分析 

 テーマ「経営環境情報収集・分析」の理解については「おおむね理解できた」が 6 名で最

も多く、「理解できた」は 2 名であった。 

 次のグラフは、 テーマ「経営環境情報収集・分析」が受講者自身の仕事に役立つかどう

かを問うた結果である。「やや役立つ」が 5 名、「役立つ」が 3 名となっており、全ての受講

者が自身の仕事に役立つと回答している。 

 

（2） あるべき姿の構築 

 テーマ「あるべき姿の構築」については、「おおむね理解できた」「理解できた」という回

答で占められている。 
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図表 2-14 経営環境情報収集・分析の理解 

 

図表 2-15 経営環境情報収集・分析の役立ち 

 

図表 2-16 あるべき姿の構築の理解 
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 あるべき姿の構築の役立ちについては、「役立つ」「やや役立つ」が同数（各 4 名）となっ

ている。 

図表 2-17 あるべき姿の構築の役立ち 

 

 

（3） 経営戦略の策定 

 テーマ「経営戦略の策定」は「おおむね理解できた」が 5 名、「理解できた」が 3 名であ

る。 

図表 2-18 経営戦略の策定の理解 

 

 

 「経営戦略の策定」の役立ちは「やや役立つ」が 4 名、「役立つ」が 3 名で、「余り役立た

ない」が 1 名となっている。 
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図表 2-19 経営戦略の策定の役立ち 

 

 

（4） ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル 

 「おおむね理解できた」とする受講者が 7 名で、「理解できた」は 1 名に留まっている。

他のテーマに比べて「理解できた」という回答が少ない。 

 

図表 2-20 ＡＩ・IoT 活用ビジネスモデルの理解 

 

 

 テーマ「ＡＩ・IoT 活用ビジネスモデル」の役立ちについては、「役立つ」と「やや役立

つ」が同数という結果となっている。 
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図表 2-21 ＡＩ・IoT 活用ビジネスモデルの役立ち 

 

 

（5） ＩＴ戦略策定 

 テーマ「ＩＴ戦略策定」は「おおむね理解できた」が 6 名、「理解できた」が 2 名である。 

 ＩＴ戦略策定の自身の仕事への役立ちについては、「やや役立つ」が 5 名、「役立つ」とす

る回答が 2 名となっている。 

 

図表 2-22 ＩＴ戦略策定の理解 
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図表 2-23 ＩＴ戦略策定の役立ち 

 

 

 研修全体の難易度 

 集合研修全体の難易度については、「丁度良い」が半数の 4 名で最も多いが、「やや難し

い」が 2 名、「難しい」1 名、「その他」1 名と受講者の回答は分かれている。「その他」とし

て「今回の内容はＡＩ・IoT に特化していないため易しいが、本当に AI・IoT に特化した内

容であれば難しいと思う。それを期待していた。」というコメントが寄せられている。 

 

図表 2-24 研修全体の難易度 
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 研修全体の分量 

 研修全体の分量（学習内容の量）も受講者の意見は分かれている。最も多いのは「やや多

い」の 4 名で、これに次ぐのは「丁度良い」の 2 名である。一方で「やや少ない」1 名とい

う回答もある。また、「その他」の 1 名からは「時間が少なすぎる。落ち着いてじっくり考

えたい。」とあることから「多い」という主旨の意見である。 

 

図表 2-25 研修全体の分量 

 

 

 さらに学習を深めたいテーマ 

図表 2-26 さらに学習を深めたいテーマ 
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さらに学習を深めたいテーマでは、「ＡＩ・IoT 活用ビジネスモデル」が最も多い。これ

に次ぐのが「経営戦略策定」「ＩＴ戦略策定」で、同数で並んでいる。 

 

 受講者の属性 

（1） ＩＴ実務経験年数 

図表 2-27 ＩＴ実務経験年数 

 

 

（2） 現在の職種 
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 e ラーニングの学習状況 

 ｅラーニングの学習状況として、指定期間内完了率別の人数内訳を以下に示す。 

 Ｇ検定対策コース（上）で完了率が最も高かったのは 98.9％（1 名）で、カリキュラムの

ほぼすべてを終えている。これに次ぐのが 52.3％（1 名）、25～50％が 2 名で、未受講の 0％

が 2 名という結果である。 

 

図表 2-28 ｅラーニングの学習状況 

 

 

 

 まとめ 

 集合研修に関しては、受講者アンケートの結果から、その有用性が確かめられたと評価す

ることができる。各テーマの理解度は高く、またその内容が受講者自身のこれからの仕事に

役立つものと受け止められている。学び直し講座において、この仕事への役立ちは最も重要

なポイントであり、その意味において集合研修のカリキュラムや教育形態、指導方法は妥当

であったと考えられる。 

 ただし、学習の分量と難易度については受講者の意見は分かれている。実証講座が本来設

定されている時間数よりも大幅に少ない時間数で実施されたことを差し引いて考える必要

があるが、今回の受講者の属性（実務経験年数）なども勘案し、以降の実施プランを検討し

ていくことが肝要である。 

 一方、e ラーニングは受講者により取り組み状況にばらつきが認められる。進捗に遅れの

ある受講者への効果的なフォローの方策は継続的な検討課題である。  
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 参考：受講者の演習結果（解答） 

 

 



40 

 

 



41 

 

 



42 

 

 



43 

 

 



44 

3. 学び直し講座カリキュラム 2020 

3.1. 概要と狙い 

「ＩＴエンジニアのための最新テクノロジー学び直し講座」（以下、本学び直し講座）は、

変革期に対応した事業革新や業務変革に向けて、最新テクノロジーを活用したＩＴ戦略の

立案と実行を主導できる中核的人材に求められる専門知識・技術を学習する内容で構成す

る。具体的には、人工知能（ＡＩ）、ビッグデータ、IoT（Internet of Things）、ＲＰＡ（Robotics 

Process Automation）など現在の企業活動、事業展開において重要性の高いテクノロジー

を取り上げる。これら最新テクノロジーのうち特に、ＩＴエンジニアにとって高付加価値と

なる人工知能の開発技術、及びビッグデータの分析・活用技術は重点的なテーマと位置づけ、

実践的なスキル習得を目指す。 

さらに、これらの最新テクノロジーをＩＴ戦略に組み込み、実効性の高いソリューション

へと発展させていくことのできるスキル基盤の形成を図る。 

 

 

3.2. 対象者 

本学び直し講座の想定する対象者は現役のＩＴエンジニアで、最新テクノロジーの動向

と実践に関する専門知識・技術を身につけ、それらを活用したＩＴ戦略の策定・実行を主導

できるＩＴストラテジストへのキャリアアップを目指す者である。また、想定する受講者の

スキルレベルは、「ＩＴスキル標準」のレベル 3 以上とする。以下に、「ＩＴスキル標準」に

おけるレベル 3 の規定を引用する。 

 

（参考） 

○ＩＴスキル標準におけるレベル 3 の定義 

要求された作業を全て独力で遂行する。スキルの専門分野確立を目指し、 プロフェ

ッショナルとなるために必要な応用的知識・技能を有する。スキル 開発においても

自らのスキルの研鑽を継続することが求められる。 

ＩＴスキル標準が想定するレベル３は、チームメンバとして与えられた業務を独力で

遂行できる「実務能力」を有する人材である（ただし、メンバーとしての業務遂行能

力であるため、「実務能力」の実質は応用的な「技能」である）。このレベルから、将

来担うべき職種ごとの専門性が徐々に形成され始める。 

※出典 『ＩＴスキル標準 V3 2011 １部：概要編』 
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3.3. カリキュラムの基本構成 

 内容 

本学び直し講座のカリキュラムは、「最新テクノロジー」と「ＩＴ戦略的活用」というふ

たつ領域で構成されている。 

領域「最新テクノロジー」では、現在のＩＴ戦略を構想・実現する上で重要なキーテクノ

ロジーを取り上げ、それぞれの具体的な技術内容、技術の応用・活用、今後の予想される動

きなどについて学習する。技術の応用・活用では、実装スキルの習得を狙いに開発実技を組

み入れる。 

領域「ＩＴ戦略的活用」では、ビジネスとＩＴを結びつける具体的な方法としてのＩＴ戦

略について、その策定プロセス、手法、ツールと活用などについて学習する。ＩＴ戦略の策

定では、最新テクノロジーの戦略的活用をテーマとするＰＢＬを組み入れる。 

 

 

 教育方法・時間数等 

本学び直し講座の総学習時間数は 60 時間である。教育手法はｅラーニングによる自己学

習と、アクティブラーニングを取り入れた集合研修によるブレンディングとする。60 時間

のうちｅラーニングの学習時間数は 42 時間、集合研修は 18 時間である。ただし、ｅラー

ニングは自己学習であるため、この学習時間数は想定される標準的な時間数であり、実際の

学習では個人差がある。 

集合研修では、教育手法としてケーススタディ・ＰＢＬといったアクティブラーニングを

採用している。その理由・狙いは、ＩＴ戦略策定・展開などの実践スキルの養成では、ｅラ

ーニングや講義による知識学習に加えて、主体的・能動的な学習活動が有効なためである。 
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3.4. 学習分野構成と学習ユニット構成 

 本学び直し講座のカリキュラムは、ふたつの領域「最新テクノロジー」と「ＩＴ戦略的活

用」からなる。 

 領域「最新テクノロジー」は、現在のＩＴ戦略を構想・実現する上で重要なキーとなるテ

クノロジーを取り上げ、それぞれの具体的な技術の内容や応用・活用、今後の予想される動

きなどについて学習する。技術の応用・活用では、最新テクノロジー活用の成功事例の分析

をテーマとするワークショップを組み入れている。 

 領域「ＩＴ戦略的活用」では、経営とＩＴを結びつける具体的な方法としてのＩＴ戦略の

策定・展開について学習する。その実践スキルの習得を狙いとして、集合研修では具体的な

プロジェクト案件に取り組むＰＢＬを実施する。 

 以下、これらふたつの領域を構成する学習分野、各学習分野の専門知識・スキルを学習す

る学習ユニット（科目に相当する講座実施の最小単位）の構成・内容を示す。 

 

 領域「最新テクノロジー」の学習分野・学習ユニット構成 

 学習分野・学習ユニット 

領域「最新テクノロジー」の学習分野とそれを構成する学習ユニットを以下に示す。 

  

図表 3-1 領域「最新テクノロジー」の学習ユニット構成 

学習分野 内容・学習ユニット構成 

オーバービュー 

計 1.5 時間 

【内容】 

最新テクノロジーの動向、業界動向、成功事例、今後の予測される展

開などについて学習する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

最新テクノロジーオーバービュー 1.5h ｅラーニング 

  

人工知能 

計 15.0 時間 

【内容】 

人工知能の技術動向や要素技術、手法、応用事例などを学習する。特

に深層学習は詳しく扱い、ＩＴ戦略への応用・展開に向けた専門知識

を獲得する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

人工知能の基礎 3.0h ｅラーニング 
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機械学習・深層学習 6.0h ｅラーニング 

人工知能の応用 6.0h ｅラーニング 

  

ビッグデータ 

計 9.0 時間 

【内容】 

ビッグデータの動向や応用事例、ビッグデータ活用のための手法など

を学習し、ＩＴ戦略への応用・展開に向けた専門知識を獲得する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

ビッグデータの基礎 3.0h ｅラーニング 

データ分析手法 3.0h ｅラーニング 

ビッグデータの分析と活用 3.0h ｅラーニング 

  

IoT 

計 6.0 時間 

【内容】 

IoT システムの動向や応用事例などを学習し、ＩＴ戦略への応用・展

開に向けた専門知識を獲得する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

IoT の基礎 3.0h ｅラーニング 

IoT の活用 3.0h ｅラーニング 

  

最新テクノロジ

ー活用 

計 6.0 時間 

【内容】 

ワークショップ形式で、最新テクノロジーを活用したＩＴ戦略の実践

やビジネスモデルの事例について学習する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

応用ワークショップ 6.0h 集合研修 
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 学習ユニット概要 

（1） 学習ユニット「最新テクノロジーオーバービュー」 

学習ユニット名 最新テクノロジーオーバービュー 

領域 オーバービュー 

概要 

人工知能（ＡＩ）、ビッグデータ、IoT、RPA、セキュリティ、IT

経営など、注目すべき最新テクノロジーについて、その技術動向

や業界の動き、応用事例、今後の予想される展開などについて学

習する。 

実施形態 ｅラーニング 

区分 知識学習 

時間数 1.5 時間 

学習目標 

○ 最新テクノロジーの動向について説明できる。 

○ 最新テクノロジーの応用事例について説明できる。 

○ 最新テクノロジーの今後の展開予想について説明できる。 

内容 

1. 産業社会の変革とテクノロジー～Industry4.0／Society5.0～ 

2. 最新テクノロジーの動向と応用事例 

3. 最新テクノロジーの今後の予測 

備考 

 

 

（2） 学習ユニット「人工知能の基礎」 

学習ユニット名 人工知能の基礎 

領域 人工知能 

概要 

人工知能とは何か、その応用分野や具体的な事例、これまでの歴

史などについて概観した後、AI の実現技術である機械学習・深層

学習、自然言語処理、画像認識、音声認識などの概要を学習する。 

実施形態 ｅラーニング 

区分 知識学習 

時間数 3 時間 

学習目標 

○ 人工知能とは何かを説明できる。 

○ 人工知能の応用分野について説明できる。 

○ 人工知能の歴史について説明できる。 

○ 人工知能の実現技術について説明できる。 
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内容 

1. 人工知能の基礎知識 

2. 人工知能発展の系譜 

3. 機械学習・深層学習 

4. 自然言語処理 

5. 画像認識 

6. 音声認識 

7. ロボット 

8. 今後の展開 

備考（参考事例等） 

「AI 入門（ｅトレーニング）」NEC マネジメントパートナー 

「【ｅ講義動画】速習！AI 入門」富士通ラーニングメディア 

「Ｇ検定１発合格」アイスタディ 

「Ｇ検定対策講座」アイデミー 

 

（3） 学習ユニット「機械学習・深層学習」 

学習ユニット名 機械学習・深層学習 

領域 人工知能 

概要 

現在の人工知能の中核的な技術である機械学習と深層学習につい

て、その概要と動向、代表的な手法と特徴、学習アルゴリズムなど

を学習する。 

実施形態 ｅラーニング 

区分 知識学習 

時間数 6 時間 

学習目標 

○ 機械学習とは何かを説明できる。 

○ 機械学習の手法とアルゴリズムについて説明できる。 

○ 深層学習とは何かを説明できる。 

○ 深層学習の手法とアルゴリズムについて説明できる。 

内容 

1. 機械学習・深層学習の基礎知識 

2. 機械学習・深層学習の歴史 

3. 機械学習・深層学習の動向 

4. 機械学習の代表的な手法とその特徴 

5. 機械学習の実現手法・アルゴリズム 

6. 深層学習の代表的な手法とその特徴 

7. 深層学習の実現手法・アルゴリズム 

8. 応用事例と今後の展開 
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備考（参考事例等） 
「Ｇ検定１発合格」アイスタディ 

「Ｇ検定対策講座」アイデミー 

 

（4） 学習ユニット「人工知能の応用」 

学習ユニット名 人工知能の応用 

領域 人工知能後 

概要 

人工知能を活用する立場から、現在の人工知能の強み弱みを理解

する。その上で人工知能の応用分野を概観し、産業分野別や業務

別など人工知能を応用したシステム事例の成功要因について学習

する。 

実施形態 ｅラーニング 

区分 知識学習 

時間数 6 時間 

学習目標 

○ 人工知能の強み弱み（得手不得手）を説明できる。 

○ 人工知能の応用分野について説明できる。 

○ 人工知能の強みを活かした事例の成功要因を説明できる。 

内容 

1. 人工知能の強み弱み 

2. 深層学習の課題 

3. 応用分野 画像認識 

4. 応用分野 自然言語処理 

5. 応用分野 音声認識 

6. 応用分野 ロボティクス 

7. 産業界での応用事例「農業」 

8. 産業界での応用事例「製造」 

9. 産業界での応用事例「流通」 

10. 産業界での応用事例「サービス」 

11. 産業界での応用事例「公共」 

12. 今後の展開 

備考（参考事例等） 
「Ｇ検定１発合格」アイスタディ 

「Ｇ検定対策講座」アイデミー 
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（5） 学習ユニット「ビッグデータの基礎」 

学習ユニット名 ビッグデータの基礎 

領域 ビッグデータ 

概要 

ビッグデータとは何か、ビッグデータが利用可能となった背景、

ビッグデータの活用が注目される理由や活用効果、ビッグデータ

活用のための分析などに関する基礎的な知識を学習する。 

実施形態 ｅラーニング 

区分 知識学習 

時間数 3 時間 

学習目標 

○ ビッグデータとは何かについて説明できる。 

○ ビッグデータの活用が注目される理由や活用効果について説

明できる。 

○ ビッグデータ活用のための分析手法・ツールについて説明で

きる。 

内容 

1. ビッグデータとは 

2. ビッグデータの背景 

3. ビッグデータの活用事例 

4. ビッグデータ活用の手順 

5. ビッグデータ分析手法とツール 

6. ビッグデータ活用で求められるスキル・人材 

備考（参考事例等） 

「ビッグデータ概説」日立インフォメーションアカデミー 

「ビッグデータ概論～スマホで学べるビッグデータの必須知識」

トレノケート 

 

（6） 学習ユニット「データ分析の基礎」 

学習ユニット名 データ分析の基礎 

領域 ビッグデータ 

概要 

データ分析の基礎知識として、目的、実施のプロセス、分析手法・

ツールについて学習する。さらにデータ分析の実際として、代表

的なデータ分析について学ぶ。 

実施形態 ｅラーニング 

区分 知識学習 

時間数 3 時間 
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学習目標 
○ データ分析のプロセスについて説明できる。 

○ データ分析の手法・ツールについて説明できる。 

内容 

1. データ分析のプロセス 

2. データ分析の手法 

3. 回帰分析 

4. 相関分析 

5. 多次元分析 

6. 推定と検定 

備考（参考事例等） 

「データ活用のためのツールと技法」トレノケート 

「ビッグデータの分析と活用～統計解析手法によるデータ分析入

門～」NEC マネジメントパートナー 

 

（7） 学習ユニット「ビッグデータの分析と応用」 

学習ユニット名 ビッグデータの分析と活用 

領域 ビッグデータ 

概要 
統計解析・データ分析に適したプログラミング言語 R の基本を学

習し、回帰分析や相関分析などに適用する方法について学ぶ。 

実施形態 ｅラーニング 

区分 知識学習、実技学習 

時間数 3 時間 

学習目標 

○ Ｒ言語の特徴、機能について説明できる。 

○ Ｒ言語の基本文法について説明できる。 

○ Ｒ言語によるデータ分析の簡単なプログラムが作成できる。 

内容 

1. R 言語とは 

2. 環境設定 

3. データ構造 

4. 演算 

5. データフレーム 

6. 制御構造 

7. 入出力 

8. データの可視化・グラフィック機能 

9. 統計解析の実際 

備考（参考事例等） 
「R による統計解析～データサイエンティスト入門研修」トレノ

ケート 
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（8） 学習ユニット「IoTの基礎」 

学習ユニット名 IoT の基礎 

領域 最新テクノロジー 

概要 

現在、産業から社会生活一般にまで利用が進んでいる IoT

（Internet of Things）について、システム構成や要素技術の概要

を学び、IoT 利活用を構想する際のベースを身につける。 

実施形態 ｅラーニング 

区分 知識学習 

時間数 3 時間 

学習目標 

○ IoT の基本構成について説明できる。 

○ IoT の利用・活用場面とその効果について説明できる。 

○ IoT を構成する技術の概要について説明できる。 

○ IoT の市場動向について説明できる。 

内容 

1. IoT とは 

2. IoT の具体的な例 

3. IoT 活用によるビジネス上の変化 

4. IoT 活用による社会生活の変化 

5. IoT システムの構成とその技術 

6. IoT の市場動向 

7. IoT の課題と今後の予測 

備考（参考事例等）  

 

（9） 学習ユニット「IoTの応用」 

学習ユニット名 IoT の応用 

領域 最新テクノロジー 

概要 

産業界から生活一般まで、IoT を活用した事例とその成功要因に

ついて学習する。さらに、IoT のテクノロジー特性を活かしたビジ

ネスモデルについて、その特徴や構想・策定の方法を学習する。 

実施形態 ｅラーニング 

区分 知識学習 

時間数 3 時間 

学習目標 
○ IoT の活用事例とその成功要因について説明できる。 

○ IoT を活用したビジネスモデルの特徴について説明できる。 
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○ IoT を活用居たビジネスモデル構想の方法について説明でき

る。 

内容 

1. IoT 活用事例 

2. IoT を活用したビジネスモデル 

3. ビジネスモデル構想・企画の方法 

備考（参考事例等）  

 

（10） 学習ユニット「応用ワークショップ」 

学習ユニット名 応用ワークショップ 

領域 応用ワークショップ 

概要 
最新テクノロジーを活用したＩＴ戦略の事例を題材に、ＩＴ戦略

策定のキーポイントを学習する。 

実施形態 集合研修 

区分 知識学習、グループ学習 

時間数 6 時間 

学習目標 

○ 事例におけるＩＴ戦略のポイントについて説明できる。 

○ 最新テクノロジーを活用したＩＴ戦略の構想における着眼

点、留意点について説明できる。 

内容 

1. 事例の概要 

2. 分析演習（個人ワーク） 

3. 分析演習（グループワーク） 

4. 分析結果の発表（グループワーク） 

備考（参考事例等） 
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 領域「ＩＴ戦略的活用」の学習分野・学習ユニット構成 

 学習分野・学習ユニット 

領域「ＩＴ戦略的活用」の学習分野とそれを構成する学習ユニットを以下に示す。 

学習ユニット「ＩＴ戦略実践演習」では、ｅラーニングと集合研修のブレンディングで実

施する。 

図表 3-2 領域「ＩＴ戦略的活用」の学習ユニット構成 

学習分野 内容・学習ユニット構成 

経営戦略とシス

テム戦略 

計 10.5 時間 

【内容】 

経営戦略・事業戦略からＩＴ戦略への落とし込み、ＩＴ戦略の実行・

展開などに関する専門知識を学習する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

企業と法務 2.5h ｅラーニング 

経営戦略 4.5h ｅラーニング 

システム戦略 3.5h ｅラーニング 

  

ＩＴ戦略実践 

計 12.0 時間 

【内容】 

最新テクノロジーを活用したＩＴ戦略策定やシステム化企画の実践

スキルをケーススタディ・ＰＢＬで学習する。 

【学習ユニット】 

学習ユニット名 時間数 実施形態 

ＩＴ戦略実践演習 12.0h 集合研修 

※集合研修の事前学習として課題演習を設定 
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 学習ユニット概要 

（1） 学習ユニット「企業と法務」 

学習ユニット名 企業と法務 

領域 経営戦略とシステム戦略 

概要 

経営戦略・ＩＴ戦略の策定において、そのベースとなる経営組織

や関連法規等に関する知識を獲得する。さらに実践的な知識とし

て、産業界における具体的な事例について学習する。 

実施形態 ｅラーニング（講義とＣＢＴ） 

区分 知識学習 

時間数 2.5 時間 

学習目標 

○ 企業活動と経営資源について説明できる。 

○ 基本的な業務分析の手法について説明できる。 

○ 会計の種類、財務諸表等の概要について説明できる。 

○ 知的財産権の概要、種類について説明できる。 

○ セキュリティ関連法規の概要、種類について説明できる。 

○ 労働関連・取引関連法規の概要、種類について説明できる。 

○ その他の関連法規、ガイドライン、技術者倫理の概要につい

て説明できる。 

○ 標準化の種類、団体について説明できる。 

内容 

1. 経営・組織論 

2. 経営・組織論の事例 

3. 業務分析・データ利活用 

4. 業務分析・データ利活用の事例 

5. 会計・財務 

6. 会計・財務の事例 

7. 知的財産権 

8. 知的財産権の事例 

9. セキュリティ関連法規 

10. セキュリティ関連法規の事例 

11. 労働関連・取引関連法規 

12. 労働関連・取引関連法規の事例 

13. その他の法律・ガイドライン・技術者倫理 

14. その他の法律・ガイドライン・技術者倫理の事例 

15. 標準化関連 
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16. 標準化関連の事例 

備考（参考事例等）  

 

（2） 学習ユニット「経営戦略」 

学習ユニット名 経営戦略 

領域 経営戦略とシステム戦略 

概要 

経営戦略・ＩＴ戦略に基づく情報システムの特徴やキーテクノロ

ジーについて理解を深める。さらに実践的な知識として、産業界

における代表的な成功事例について学習する。 

実施形態 ｅラーニング（講義とＣＢＴ） 

区分 知識学習 

時間数 4.5 時間 

学習目標 

○ 経営戦略手法について説明できる。 

○ マーケティング手法について説明できる。 

○ ビジネス戦略と目標・評価の手法について説明できる。 

○ 経営管理システムについて説明できる。 

○ 技術開発計画の立案・技術開発計画の手法について説明でき

る。 

○ ビジネスシステムについて説明できる。 

○ エンジニアリングシステムについて説明できる。 

○ ｅビジネスについて説明できる。 

○ IoT システム・組込みシステムについて説明できる。 

内容 

1. 経営戦略手法 

2. マーケティング 

3. ビジネス戦略と目標・評価 

4. 経営管理システム 

5. 技術開発戦略の立案・技術開発計画 

6. ビジネスシステムとは 

7. ビジネスシステムの事例 

8. エンジニアリングシステムとは 

9. エンジニアリングシステムの事例 

10. ｅビジネスとは 

11. ｅビジネスの事例 

12. IoT システム・組込みシステムとは 
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13. IoT システム・組込みシステムの事例 

備考（参考事例等）  

 

（3） 学習ユニット「システム戦略」 

学習ユニット名 システム戦略 

領域 経営戦略とシステム戦略 

概要 

情報システム戦略や業務プロセス、ソリューションビジネスなど

について理解を深める。さらに実践的な知識として、産業界にお

ける代表的な成功事例について学習する。 

実施形態 ｅラーニング（講義とＣＢＴ） 

区分 知識学習 

時間数 3.5 時間 

学習目標 

○ 情報システム戦略について説明できる。 

○ 業務プロセスについて説明できる。 

○ ソリューションビジネスについて説明できる。 

○ システム活用促進・評価について説明できる。 

○ システム化計画について説明できる。 

○ 要件定義について説明できる。 

○ 調達計画・実施について説明できる。 

内容 

1. 情報システム戦略とは 

2. 情報システム戦略の事例 

3. 業務プロセスとは 

4. 業務プロセスの事例 

5. ソリューションビジネスとは 

6. ソリューションビジネスの事例 

7. システム活用促進・評価とは 

8. システム活用促進・評価の事例 

9. システム化計画とは 

10. システム化計画の事例 

11. 要件定義とは 

12. 要件定義の事例 

13. 調達計画・実施とは 

14. 調達計画・実施の事例 

備考（参考事例等）  
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（4） 学習ユニット「ＩＴ戦略実践演習」 

学習ユニット名 ＩＴ戦略実践演習 

領域 ＩＴ戦略実践 

概要 

仮想的な事例及び実際の事例を題材として、ＩＴ化の構想・企画

立案の実践をケーススタディ演習などの方法で学習し、ＩＴ戦略

実践のためのスキル向上を図る。 

実施形態 ＰＢＬ演習 

区分 知識学習、スキル学習 

時間数 12 時間 

学習目標 

○ 経営情報の収集・分析ができる。 

○ 経営情報の分析に基づいて、あるべき姿を構築できる。 

○ 経営戦略を策定し、経営戦略企画書（概要）が作成できる。 

○ ＡＩ、ＩｏＴ等の最新テクノロジーを活用したビジネスモデ

ルの企画ができる。 

○ ＩＴ戦略を策定し、ＩＴ戦略企画書（概要）が作成できる。 

内容 

1. オリエンテーション 

2. 経営環境情報収集・分析 

3. あるべき姿の構築 

4. 経営戦略策定 経営戦略企画書の作成 

5. 最新テクノロジーを活用したビジネスモデル企画 

6. ＩＴ戦略策定 ＩＴ戦略企画書の作成 

7. グループ・プレゼンテーション 

8. 講評・まとめ 

備考（参考事例等）  
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4. 教材 

4.1. 「ＩＴ戦略実践演習」の教材 

 概要 

 領域「ＩＴ戦略的活用」の学習ユニット「ＩＴ戦略実践演習」に対応した集合研修用教材

を開発した。 

学習ユニット「ＩＴ戦略実践演習」は仮想的な事例を題材として、ＩＴ戦略の策定をグル

ープワーク（集合研修）で進めるＰＢＬ型の演習である。ここでは、事例の課題分析や解決

策の構想、経営戦略・ＩＴ戦略の企画立案といったスキルの習得に主眼が置かれている。 

この学習ユニットで使用する教材の基本的な構成・流れは、以下の通りである。 

 

① オリエンテーション 

② 経営環境情報収集・分析 

③ あるべき姿の構築 

④ 経営戦略策定～経営戦略企画書（概要）の作成 

⑤ ＡＩ・IoT 活用ビジネスモデル企画 

⑥ ＩＴ戦略策定～ＩＴ戦略企画書（概要）の作成 

 

 仮想的な企業の事例に対して、経営環境の分析、あるべき姿の構築を行い、それに基づい

て経営戦略の策定、ＡＩ・IoT を活用した新しいビジネスモデルの構想、ＩＴ戦略への落と

し込みといった一連の工程を通じて、ＩＴ戦略策定に係るスキルの向上をめざす。 

 以下にその内容を示す。 

 教材は本報告書の巻末資料を参照されたい。 

 

図表 4-1 「ＩＴ戦略実践演習」の内容 

テーマ 
①水産加工会社の経営戦略・ＩＴ戦略の策定 

②建設会社の経営戦略・ＩＴ戦略の策定 

概要 

①沖縄県の水産加工会社かりゆし水産が、競合他社に打ち勝ち今後数十年

に亘ってグローバルな競争の中で生き残っていくための経営戦略、ＩＴ

戦略を策定する。 

②沖縄県の建設会社サンゴ建設が、「i-Construction」を実践し、新たなビ

ジネスモデルによる事業立ち上げに向けた経営戦略、ＩＴ戦略を策定す

る。 

内容 進め方はテーマ①・②共通。 
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■事前学習 ※集合研修受講前に自宅等で演習 

課題個人ワーク 

■集合研修 

① オリエンテーション 

② 経営環境情報収集・分析 

③ あるべき姿の構築 

④ 経営戦略策定～経営戦略企画書（概要）の作成 

⑤ ＡＩ・IoT 活用ビジネスモデル企画 

⑥ ＩＴ戦略策定～ＩＴ戦略企画書（概要）の作成 

 

 

 内容 

「ＩＴ戦略実践演習」では、テーマ「水産加工会社の経営戦略・ＩＴ戦略の策定」「建設

会社の経営戦略・ＩＴ戦略の策定」のいずれも、以下の各ステップで課題に取り組む。 

次のページに「建設会社のケース資料」を掲載する。詳細は巻末資料を参照されたい。 

 

図表 4-2 内容 

内容 課題 

① オリエンテーション  

② 経営環境情報収集・分析 

社長の思い 

現状（As-Is）事業ドメイン分析 

業界特性分析 

経営環境分析（SWOT 分析） 

③ あるべき姿の構築 

あるべき姿（To-Be）事業ドメイン分析 

重要成功要因（CSF）の抽出 

重要成功要因（CSF）の優先順位付け 

あるべき姿のビジネスモデル 

④ 経営戦略策定 
重要成功要因（CSF）アクションプラン立案 

経営戦略企画書（概要）作成 

⑤ ＡＩ・IoT 活用ビジネスモ

デル企画 

ＡＩ・IoT 活用ビジネスモデル企画 

ＩＴ成熟度評価 

⑥ ＩＴ戦略策定 
ＩＴ経営アクションプラン立案 

ＩＴ戦略企画書（概要）作成 
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ケース資料 「サンゴ建設株式会社」 
 

当ケースは、「サンゴ建設」という架空の中小建設会社です。 

そのため、IT 化の現状やビジネスプロセスやビジネスルールなどをはじめ、資本金、売上高、経常利

益等の財務に関する指標も全て架空のものです。 

当 PBL では、与えられた条件から「経営戦略」を策定し、この「経営戦略」を実現する「ＩＴ戦略」

策定までの一貫したプロセスを学びます。 

自らがそれぞれの場面において、「サンゴ建設」の経営者になったつもりで、どの様なことを行うかを

考え、当該ケース企業に何が必要かに気づいて頂きたいと思います。 

なお、当 PBL で必要な知識やスキル、さらに実践するためのツールやモデル作成手法等を限られた時

間で学ぶことに主眼を置いているため、資本金、売上高、経常利益等の財務に関する指標は、必要な部

分を除いて全て省略しています。 

 

１．基本情報 

 

【企業情報】 

会社名：サンゴ建設株式会社 

本社所在地：沖縄県那覇市 

従業員：60 名 

資本金：4,000 万円／完工高：30 億円 

事業内容：総合建設業（土木、建築） 

主要取引先：内閣府沖縄総合事務局、沖縄県、那覇市、宮古市、石垣市 他 

 

【役員】 
 

代表取締役社長 酒井 秀樹 

専務取締役   原田 高雄(営業本部長) 

常務取締役   木村 勝三(工事本部長) 

その他の役員は全て酒井社長の親族  

 

【経営理念】 

高度な建設技術力を通じて沖縄県の発展に寄与する。 

 

【事業内容】 

主に内閣府沖縄総合事務局や沖縄県のほか、県内の市町村から土木、建築の公共工事を元請けで受注

している。他にマンションや鉄筋コンクリート造の住宅を県内民間発注者より受注している。 

年間売上高は 1998 年をピークに落ち込む一方であり、現在の土木・建築の売上高比率は、60％対

40％である。 

 

【組織体制】 
 

・本社：50 名 

  管理本部（総務・経理・品質）：10 名 

  土木事業部（営業：５名、技術：17 名） 

  建築事業部（営業：５名、技術：13 名） 

・宮古支店：6 名（営業：2 名、技術：4 名） 

・石垣支店：4 名（営業：1 名、技術：3 名） 
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２．当社をとりまく状況 
 

創業４０年の当社は、地元の総合建設会社として地域に密着したスタイルで営業してきたが、社長の

高齢化も踏まえ、３年前に事業承継を行い、酒井秀樹社長（４０歳）に代替わりしたところである。酒

井社長は大学卒業後、首都圏で中堅ゼネコンに就職したが、７年前に家業を継ぐため地元にＵターン

していた。 

 

建設業界では好景気が続いており、東京オリンピック、リニア新幹線、災害復旧工事、橋や道路など大

型インフラの補修工事、新築減少に伴う大規模修繕工事などリニューアル工事の増加など、土木工事

の仕事が多岐に渡ってきている。 

 

ところが、業界全体として人材不足が深刻な問題として存在する。技術者や資格保有者の減少は、工事

自体を受注できないことにもなり、仕事はあるのに人材不足で事業縮小を余儀なくされる会社も出て

きている。「3K」に代表されるように建設業界のイメージが悪いことで若者が入ってこないということ

も大きな要因で建設業界のイメージも変えていかなければならない。 

建設業界の人材不足問題を重く見た政府は「i-Construction」を掲げている。 

ＩＴ技術やＡＩ技術を導入することで、ＡＩやロボットが人に変わって仕事をするという方針で、今

後、建設業界も大きく変わっているように思われる。 

 

 

（＊１）国土交通省は建設現場の生産性向上に向けて、測量・設計から、施工、さらに管理にいたる全プ

ロセスにおいて 、情報化を前提とした新基準「i-Construction」を 2016 年度より導入。ICT 土

工、ICT 舗装工に続き、ICT 浚渫工（港湾局）について、全国で取り組みが進んでいる。 

 

 

３．社長の思い 

 

当社としては「i-Construction」の必要性は早くから感じており、ドローンを活用した測量など、一部

取り入れているが、情報化施工までは程遠い情況にある。これについては同業他社も同じ状況で人手

不足に加えてＩＴ活用の遅れが生産性向上を実現できない大きな理由となっている。 

 

今後も当社が生き残り、従業員の雇用を守っていくにはこの厳しい環境の中で普遍的に生き残れるだ

けの体質を作り上げるしかない。3 年後には再び 50 億円の売上高を回復させるために、当社の保有す

る技術をベースに今後市場の拡大が見込まれる新分野の進出を検討し受注拡大を図り、道内有数の総

合建設業の地位を目指したい。 

 

今後、わが社の生き残りをかけて抜本的な企業体質転換を推進し、新規事業などを検討して、わが社が

進むべき方針を定めた経営戦略の策定を早急に進める必要がある。 

 

まずは、当社で「i-Construction」を実践することでＩＴとＡＩ活用による生産性向上を実現したい。 

また、将来的には、そのノウハウを指導するサービスを建設機械とセットで商品化して販売するとい

うビジネスモデルを新規事業として立ち上げたいと考えている。 

大学時代の友人がＩＴ企業を経営しているため、このビジネスモデルの実現のため協業することもで

きそうだ。 

  



64 

４．当社のＩＴ化の状況 
 

社内の状況は、本社内に LAN が導入され、文書データ等の共有が始まっている。また、総務部内での

みグループウェア（＊１）の導入が行われている。基幹系システム（財務、給与、原価管理）はオフィ

スコンピュータ（＊２）で運用されているが、20 年近く運用されコンピュータそのものが老朽化し保

守契約も継続が難しい状況である。また、原価管理システムは月次集計のためあまり機能していない。 

 

電子メールは、全社員にメールアドレスを与えて、支店や現場事務所とのやり取りも電子メールを使

っている。ホームページは、8年前に外部のソフトウェア開発会社へ委託して作成し公開しているがあ

まり効果があるとは感じていない。 

 

設計部門では、以前より CAD （＊３）を導入し設計図と施工図を作成している。ただし、図面ファイ

ルの管理は上手く出来ていない。各人のパソコンのフォルダーに置かれたままである。現場事務所に

もパソコンが導入されているが、 

 

本社とはまだ通信回線で接続されていない。パソコン好きの現場所長がいる 

現場事務所では、独自にプロバイダーと契約をしてインターネットを活用している。 

 

総務部の１名は、ＩＴ企業から転職したためＩＴに詳しく、社内ＰＣの管理、メールアドレスの管理、

ホームページの更新等を行っている。但し、彼がいないと何もわからない状況になるので、ある意味リ

スクと言えるかもしれない。 

 

モバイル端末（＊４）を活用し全社的にグループウェアの利用を進めて情報共有を行いたい。教育と並

行して少しずつＩＴ化を進めていきたい。 

 

 

（＊１）グループウェアとは、企業などの組織に所属する人々のコミュニケーションを円滑にし、業務の

効率化を推進するためのソフトウェアで、「スケジュール管理」、「ファイル」、「設備予約」、「メ

ンバーの連絡先一覧」などスムーズに業務を行うために必要な機能が搭載されている。 

 

（＊２）オフィスコンピュータ（略称：オフコン）とは、主に中小企業等での事務処理を行うために設計

された、比較的小型のコンピュータ。主に日本のみで使われる呼称で、海外ではミニコンピュー

タ、ワークステーション、ミッドレンジコンピュータなどと呼ばれるコンピュータの一形態で、

各メーカーによる独自設計が用いられていることが特徴である。 

 

（＊３） CAD《Computer-Aided Design》とはコンピューターを利用して行う機械や構造物の設計・製図。 

また、その機能を組み込んだコンピューターシステムやソフトウエアを指す。 

 

（＊４）モバイル端末とは、小型・軽量で持ち運びに適した電子機器の端末の総称で、例として、携帯電

話、スマートフォン、タブレット型端末などがある。 
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５．従業員からのヒアリング 
 

・以前の建築工事では何件かは特命で受注できていたが、最近では必ず競争になり当社提示価格では受

注出来ない場合がある。 

・特に民間建築の工事は工事費低減と工期短縮の要請が強い。 

・当社の施工物件は高品質との評価があるが、コスト競争力が弱いのではないか。 

・取引先営業に社長の同行をお願いしたい場合があるが、社長のスケジュールが分からない時がある。 

・当社は縦割りの情報伝達方式なので必要な情報が必要な社員へ伝わっていない。 

・もう少し会社の方針や計画など社員へ情報公開しても良いと思う。 

・営業活動の経過報告が週次形式になっているため、商機を逃す場合がある。 

・当社の財務面は健全なほうだと思う。 

・2000 年に認証取得した ISO9001 が定着し、竣工後のクレーム件数も減少した。 

・人事制度については無いに等しい状態ではないのか。適材適所にはほど遠い状態だと思う。 

 意欲のある人が会社を辞めるようなこともある。 

 

・施工管理技士や建築士などの資格取得に対する手当が他社に比べて低くはないか。 

・特に技術職員が高齢化している。好景気や不景気の波で均等な社員採用が出来なかった。 

 幸い、最近は若手社員は充当できているが中堅社員が少ない。 

・土木部門は CAD 利用が遅れている。土木 CAD ソフトの標準も決まっていない。 

・土木も建築も今後はリニューアル分野（維持補修工事）が有望だ。 

・業界構造は大きく変化する。今までの系列は崩れるので、従来の専門工事業者との取引も見直しが必

要だ。 

・当社の歴史は公共工事の土木分野で技術を磨いてきた。施工品質も高く地域仕会に貢献してきた。今

後は、後発の建築分野での施工技術を向上させることで建築工事における価格競争力を向上させた

い。 

・最近は、ダンピングして工事を受注しようとする会社がある。その影響で財務体質の弱い会社がいく

つか潰れている。 

・現場所長によっては設計変更を上手くやって追加工事を増やしているが、そのノウハウが社内で展開

されていない。 

 

・ものによっては施工材料費がかなり下がっているが、その情報が各工事現場の調達に有効に活かされ

ていないように思う。 

・受注した工事が、今どの程度まで進捗しているかがまったく見えない状態である。 

・建築工事の営業段階において、施主の要求に応じて当社ではいくらで出来ます、と短時間で回答でき

るようにして欲しい。 

・工事は現場所長任せになっているので、施主から工短要請があっても対応できないことが多い。 

・そもそも本社と各現場事務所とで通信回線が繋がっていないので、タイムリーな情報のやりとりがで

きない。 

・公共工事も工事費が計画的に縮減され利益率が低下している。建築工事も受注時の価格競争が激しく

赤字工事が多くなっている。 

・原価管理については、月次の原価報告書が本仕へ提出されているが、最終原価が竣工段階で大幅に計

画と異なることが多い。 

・当社も BCP（事業継続計画）が必要だ。災害時に活躍できないなら、地域密着型の企業とは言えな

い。 

 

・価格競争力が厳しくなった上に、粗利が減ってきていることから、もっと厳密な原価管理をしない

と、利益が確保できない。 

・今後の方向性として、どういった原価管理システムを導入すべきか悩んでいる段階にある。 

・工期の短い工事が多くなり、月次の原価管理では対策が手遅れになることがある。 
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・このためか、工事日報レベルで各工事の原価の明細が把握でき、実行予算書の差異を把握する要望が

出ている。 

・維持補修工事の受注へ向けた対策が不明確であり、受注に必要な工事実績情報の整理も出来ていな

い。 

・維持補修工事では鉄筋コンクリート造の住宅建築の実績が生かせる。 

・本社内ではほぼ全員がパソコンを活用できるが、役員クラスでパソコンが使えない人もいる。工事現

場部門では若手の社員は自分のパソコンを持ち込んでまでして活用しているが、所長クラスでパソコ

ンが嫌いだといっている人もいる。 

・今回は社長が相当やる気を出しているのでトップダウンが期待できる。 

 

 

 

 

 

（参考）情報化施工 

 

・汎用の建設機械に GPS、ジャイロ、レー  

   ザスキャナなどの計測機器及び制御用 PC   

   を搭載することによって自動機能を付加 

   し、自動運転を実現。 

 

・施工条件の異なる数多くの作業での熟練 

   オペレータの操作データを収集・分析し、 

   自動運転の制御方法に取り入れているた 

   め、熟練オペレータと同等の品質が得ら 

   れる。 

 

・リアルタイムでの自己位置・姿勢、周辺 

   状況の計測結果から、人や障害物の他、 

   走路の安全性などを認識し、自動停止、 

   自動再開などの機能を備える等、安全性 

   を確保した自律運転を実現。 

 

・少人数で多数の建設機械を扱うことが可能。また、機械に設置されたセンサ類から得られる出来形な

どの施工データを 3 次元設計・施工モデルへ反映させることで、CIM、i-Construction の推進にも貢

献。 

 

出典：鹿島建設ホームページより 
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4.2. 「企業と法務」「経営戦略」の教材 

 概要 

 領域「ＩＴ戦略的活用」の各学習ユニット「企業と法務」「経営戦略」に対応したｅラー

ニングを開発した。 

 ｅラーニングは専門知識を解説する講義型ｅラーニングと学んだ知識の理解と定着を促

進するテスト型ｅラーニング（ＣＢＴ）の組み合わせとなっている。講義型ｅラーニングで

は、各学習ユニットの学習内容を PowerPoint スライトと音声ナレーションで解説する。そ

の特徴は、専門知識を解説するのに留まらず、産業界における具体的な事例を取り上げてい

る点である。これは、得た「知識」を実際のビジネスや経営に「応用」するためのヒントを

提示することが狙いとしている。 

さらに、講義型ｅラーニングで学習した知識を正しく理解できたかどうかを判定し、その

結果を受講者に対して即時にフィードバックするのが、４択形式のＣＢＴであるテスト型

ｅラーニングである。以下に各教材の概要を一覧で示す。 

なお、以下のうち学習ユニット「企業と法務」及び「経営戦略」の前半（経営戦略手法か

ら技術開発戦略の立案・技術開発計画）部分にあたる教材（◎部分）が今年度の成果物で、

「経営戦略」の後半（ビジネスシステム以降）と「システム戦略」（〇部分）は昨年度の成

果物である。 

 

図表 4-3 分野「経営戦略とシステム戦略」の開発教材 

学習ユニット 内容 

企業と法務 ◎経営・組織論 

◎業務分析・データ利活用 

◎会計・財務 

◎知的財産権 

◎セキュリティ関連法規 

◎労働関連・取引関連法規 

◎その他の法律・ガイドライン・技術者倫理 

◎標準化関連 

経営戦略 ◎経営戦略手法 

◎マーケティング 

◎ビジネス戦略と目標・評価 

◎経営管理システム 

◎技術開発戦略の立案・技術開発計画 

〇ビジネスシステム 
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〇エンジニアリングシステム 

〇ｅビジネス 

〇IoT システム 

〇組込みシステム 

システム戦略 〇情報システム戦略 

〇業務プロセス 

〇ソリューションビジネス 

〇システム活用促進・評価 

〇システム化計画 

〇要件定義 

〇調達計画・実施 

※上記「〇ビジネスシステム」～「〇調達計画・実施」は昨年度開発 

 

 次項にて、上記の各教材の内容を報告する。なお、実際の教材については、本報告書の「教

材編」を参照されたい。 

 

 

 内容 

 教材「企業と法務」 

 教材「企業と法務」の講義型ｅラーニングの内容を以下に示す。各学習項目の末尾に具体

的な事例を取り上げている。 

図表 4-4 内容 

〇経営・組織論 

- 経営・組織論とは 

- 企業活動と経営資源 

- 社会におけるＩＴ利活用の動向 

- SDGs 達成に貢献する NEC の取り組み 

- 農業への Society5.0 活用 

〇業務分析・データ利活用 

- 業務分析・データ利活用とは 

- 業務分析と業務計画 

- 意思決定 

- データから「なぜ」を見出す因果分析技術 

- 「世界の気象リアルタイム」の開始とそれを実現した最先端技術 
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〇会計・財務 

- 会計・財務とは 

- 財務諸表 賃借対照表・損益計算書・キャッシュフロー計算書 

- 損益分岐点 

- 株式会社ジェーシービーの経営情報支援システム 

〇知的財産権 

- 知的財産権とは 

- 著作権法 

- 産業財産権関連法規 

- ソフトウェアライセンス 

- ArcGIS 自治体サイトライセンスで全庁的に土地データの管理・共有 

〇セキュリティ関連法規 

- セキュリティ関連法規とは 

- サイバーセキュリティ基本法 

- 不正アクセス禁止法 

- 個人情報保護法 

- トヨタ自動車の交通情報サービス（T プローブコミュニケーション交通情報） 

〇労働関連・取引関連法規 

- 労働関連・取引関連法規とは 

- 労働関連法規 

- 取引関連法規 

- 楽天 デジタルプラットフォーム透明化法への対応方針と現況 

〇その他の法律・ガイドライン・技術者倫理 

- その他の法律・ガイドライン・技術者倫理とは 

- コンプライアンス 

- 情報倫理 

- コーポレートガバナンス 

- 情報公開法 

- 三井化学グループのコーポレートガバナンス 

〇標準化関連 

- 標準化関連とは 

- フォーラム標準とコンソーシアム標準 

- ＩＴにおける標準化の例 

- 標準化団体と規格 

- ＱＲコード決済とバーコード決済 
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 教材「経営戦略」 

 教材「経営戦略」の講義型ｅラーニングの内容を以下に示す。各学習項目の末尾に具体的

な事例を取り上げている。 

図表 4-5 内容 

〇経営戦略手法 

- 経営戦略手法とは 

- VRIO 分析 

- 経営戦略に関する用語 

- スターバックスから学ぶ 3C 分析 

〇マーケティング 

- マーケティングとは 

- マーケティング手法 

- クロスメディアマーケティング 

- インバウンドマーケティング 

- Web マーケティング 

- 価格設定手法 

- リコーのクロスメディアマーケティング 

〇ビジネス戦略と目標・評価 

- ビジネス戦略と目標・評価とは 

- KGI と KPI 

- CSF 

- BSC：バランススコアカード 

- バランススコアカード導入事例 モービル 

〇経営管理システム 

- 経営管理システムとは 

- CRM（顧客関係管理） 

- SCM（供給連鎖管理） 

- バリューチェーンマネジメント 

- ERP（企業資源計画） 

- 顧客情報の質と量が大幅にアップ NTT ラーニングシステム 

〇技術開発戦略の立案・技術開発計画 

- 技術開発戦略の立案・技術開発とは 

- ハッカソン 

- ペルソナ法 

- 魔の川、死の谷、ダーウィンの海 
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- ビジネスモデルキャンバス 

- Soup Stock Tokyo の「秋野つゆ」の成功事例 

※以下は昨年度開発 

○ビジネスシステム 

- ビジネスシステムとは 

- 代表的なビジネスシステム 

- 代表的なビジネスシステムソフトウェアパッケージ 

- ユニクロの RFID 活用事例 

○エンジニアリングシステム 

- エンジニアリングシステムとは 

- 代表的なエンジニアリングシステム 

- トヨタ自動車株式会社のＪＩＴ事例 

- 株式会社デンソーのコンカレントエンジニアリング事例 

○ｅビジネス 

- ｅビジネスとは 

- ＥＣの形態 

- ロングテール 

- Netflix のロングテール戦略 

- Yahoo!のエスクローサービス 

○IoT システム・組込みシステム 

- IoT システムとは 

- 組込みシステムとは 

- 兵庫県豊岡市の無農薬栽培における水管理の負荷を軽減 

- 沖縄県のドローンによる上空からの被災者の捜索活動訓練 

- 小田急電鉄の「駅の空いているトイレがわかる」アプリケーション 

 

 教材「システム戦略」 

 教材「システム戦略」は昨年度開発の教材である。参考情報として、講義型ｅラーニング

の内容を以下に示す。各学習項目の末尾に具体的な事例を取り上げている。 

 

図表 4-6 内容 

○情報システム戦略 

- 情報システム戦略とは 

- SWOT 分析とは 

- PPM（Product Portfolio Management）とは 
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- RIZAP 株式会社の SWOT 分析 

○業務プロセス 

- 業務プロセスとは 

- 代表的な業務プロセス 

- RPA（Robotic Process Automation）とは 

- 株式会社ビズリーチの BPR 

- サッポロビール株式会社の RPA 

○ソリューションビジネス 

- ソリューションビジネスとは 

- アウトソーシングとは 

- クラウドコンピューティングとは 

- クラウドコンピューティングの形態 

- 株式会社 JVC ケンウッドのクラウドコンピューティング 

○システム活用促進・評価 

- システム活用促進・評価とは 

- ビッグデータとは 

- ゲーミフィケーションとは 

- ダイドードリンコ株式会社のビッグデータ活用 

- くら寿司のゲーミフィケーション 

○システム化計画 

- システム化計画とは 

- 共通フレーム 2013 とは 

- 開発スケジュールの検討 

- リスク分析 

- 株式会社メドレーの開発体制 

○要件定義 

- 要件定義とは 

- 業務要件定義とは 

- 機能要件定義とは 

- 非機能要件定義とは 

- セイコーエプソン株式会社の漏れのないステークホルダーの特定と分析 

○調達計画・実施 

- 調達計画・実施とは 

- 情報提供依頼書（RFI）とは 

- グリーン調達とは 

- キヤノン株式会社のグリーン調達 
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- コクヨ株式会社のグリーン調達 

 

 

 e ラーニング 

 開発した e ラーニングはスマートフォン、タブレット、パソコンから視聴可能である。 

本項では、e ラーニングの画面（一部）を示し、その基本仕様について説明する。以下に

掲載する画面例は、いずれもスマートフォンからアクセスした画面のキャプチャである。 

 なお、e ラーニングの URL は以下の通りである。 

  https://acsch.net/itcol20/ 

 

 講義型 eラーニング 

 次の図表 4-7 は、e ラーニングのログイン画面（左）と講義トップメニュー画面（右）で

ある。 

 

図表 4-7 ログイン画面と講義トップメニュー 

  

 

https://acsch.net/itcol20/
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 講義トップメニューでは、「企業と法務」「経営戦略」「システム戦略」という区分で学習

項目が一覧になっている。学習者はこれらの項目から学びたいものを選ぶ（タップする）。 

 次に掲載するのは講義動画の画面である。PowerPoint のスライドと音声ナレーションで

解説する。上が「企業と法務」の「経営・組織論」、下が「システム戦略」の「情報システ

ム戦略」の一画面である。 

 

図表 4-8 講義型 e ラーニング 
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 テスト型eラーニング（ＣＢＴ） 

 以下はテスト型 e ラーニングの画面である（「企業と法務」の「経営・組織論」の問題例）。

左が問題の出題画面、右が入力された回答の採点結果画面である。 

 出題は４択で、回答の正誤判定と解説が表示される。 

 

図表 4-9 テスト型 e ラーニング 
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4.3. 「応用ワークショップ」の教材 

 概要 

 学び直し講座カリキュラムの領域「最新テクノロジー」の学習ユニット「応用ワークショ

ップ」に対応したケーススタディ教材を開発した。 

 産業界における実際の事例を題材として、最新テクノロジーの活用や経営戦略・ＩＴ戦略

といった観点から、事例の環境要因や成功要因について分析を行う内容で構成されている。

領域「ＩＴ戦略的活用」の学習ユニット「ＩＴ戦略実践演習」が、経営戦略・ＩＴ戦略を「策

定」するのに対して、この学習ユニットでは、実際の事例におけるテクノロジー活用やＩＴ

戦略を「分析」することに主眼が置かれているところにカリキュラム上のポイントがある。

これらふたつの学習ユニットによって、「分析」のスキルと「策定」のスキルの両面をカバ

ーすることが狙いである。 

 教材は本報告書の巻末資料を参照されたい。 

 

 

 内容 

 この教材で取り上げている事例は以下の 4 点である。いずれも最新テクノロジーがビジ

ネスに有効活用された成功事例である。 

 

① ユニクロの RFID 活用 

② スターバックスのモバイルオーダー＆ペイ 

③ メドレーのオンライン診療 CLINICS 

④ 小田急の IoT 活用 

 

 以下、各事例の概要について報告する。 

 ユニクロ（ファーストリテイリング）の事例では、同社の経営方針を把握した後、サプラ

イチェーンの分析や RFID（Radio Frequency Identification）を活用した商品管理で期待

される効果について分析する。 

 スターバックスの事例では、同社のビジネス環境や経営方針を分析し、ＩＴを活用したサ

ービス「モバイルオーダー＆ペイ」の成功要因の分析を行う。 

 メドレーの事例は、同社が提供するオンライン診療アプリ CLINICS が対象である。ここ

では、オンライン診療アプリに求められる要件の考察、オンライン診療アプリの普及方策を

検討する。 

 小田急の事例は IoT を活用したサービスを取り上げている。小田急グループの行動指針
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を確認した後、KDDI の IoT クラウドを利用した小田急アプリのサービスに対して分析を

行う。 

 この教材によるケーススタディの基本的な流れは以下の通りである。 

 

図表 4-10 ケーススタディの流れ 

学習項目 内容 時間 

導入 ①講座の目的・流れの説明 

②ケースの説明 
20 分 

個人ワーク ①個人ワークとして提示された課題を考える 

②個人ワークで考えた内容をまとめる 
20 分 

グループワーク ①グループとしての意見・根拠をディスカッションする 

②発表用の資料の作成 
90 分 

グループ発表 ①グループワークでディスカッションした内容を発表 

②グループ発表への質疑応答 
40 分 

講評 ①各グループの発表に対する講評 

②参考事例の解説 
10 分 

 

 

4.4. 「人工知能」の教材 

 概要 

 実証講座では前年度に引き続き、領域「最新テクノロジー」のうち学習分野「人工知能」

をｅラーニングで実施した。昨今の産業界における人工知能の急速な技術的進展、及び広範

囲に及ぶ多様な応用を踏まえ、最新テクノロジーの中でも優先度が高いと判断されたため

である。学習ユニット「ＩＴ戦略実践演習」においても、最新テクノロジーとしてＡＩを取

り上げている。 

 ＡＩを学習テーマとするｅラーニングや集合研修は現在、多くの事例があることから、本

事業では学び直し講座で使用する教材は開発の対象ではなく、調達によって対応すること

とした。 

 以下に報告するのは、昨年度及び今年度の実証講座で調達したのは一般社団法人日本デ

ィープラーニング協会（JDLA）主催による「G 検定対策講座（上・中・下）」（以下、G 検

定対策講座）というｅラーニング教材である。 
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 内容 

 選定したｅラーニングは、人工知能の専門知識に関する検定試験「Ｇ検定（ジェネラリス

ト検定）」に完全準拠した内容で構成されている。「Ｇ検定」とは、一般社団法人日本ディー

プラーニング協会が実施している検定で、検定がターゲットとしている人材像は、「ディー

プラーニング（深層学習）の基礎知識を有し、適切な活用方針を決定して事業応用する能力

を持つ人材」とされている。本学び直し講座の趣旨・狙いとするところは、「人工知能をは

じめとする最新テクノロジーを活用したＩＴ戦略の策定・実行を主導できるＩＴストラテ

ジスト」であり、この G 検定が想定している人材像は、ＩＴストラテジストと多くの点で

共通している。これが G 検定に完全準拠したｅラーニングを選定対象とした大きな理由で

ある。 

 以下に、G 検定の出題範囲（選定したｅラーニングの学習内容）を掲載する。 

 

図表 4-11 Ｇ検定の出題範囲（選定したｅラーニングの学習内容）  

○人工知能（AI）とは（人工知能の定義） 

○人工知能をめぐる動向  

探索・推論、知識表現、機械学習、深層学習 

○人工知能分野の問題 

トイ・プロブレム、フレーム問題、弱い AI、強い AI、身体性、シンボルグラウンディ

ング問題、特徴量設計、チューリングテスト、シンギュラリティ 

○機械学習の具体的手法 

代表的な手法、データの扱い、応用 

○ディープラーニングの概要 

ニューラルネットワークとディープラーニング、既存のニューラルネットワークにお

ける問題、ディープラーニングのアプローチ、CPU と GPU 

ディープラーニングにおけるデータ量 

○ディープラーニングの手法 

活性化関数、学習率の最適化、更なるテクニック、CNN、RNN 

深層強化学習、深層生成モデル 

○ディープラーニングの研究分野 

画像認識、自然言語処理、音声処理、ロボティクス （強化学習）、マルチモーダル 

○ディープラーニングの応用に向けて 

産業への応用、法律、倫理、現行の議論 
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5. 学び直し講座実施モデル2020 

5.1. 概要と目的 

 ＩＴエンジニアのための最新テクノロジー学び直し講座（以下、本学び直し講座）の取り

組みは、2020（令和 2）年度が最終年度となる。この事業の成果を引き続き広範囲に展開し

ていくことを目的として、本学び直し講座の効果的・効率的な実施のためのモデル「実施モ

デル」について検討した。この実施モデルに関する検討は、昨年度（2019 年度）の事業活

動においても行ったが（実施モデル 2019）、その結果をベースとしつつ、今年度の成果や得

られた知見を活かしながら、新たに実施モデル 2020 として取りまとめた。 

 

 

5.2. 学び直し講座の基本方針 

 昨年度の事業において、本学び直し講座の実施モデルの具体化にあたって、策定した基本

方針を再掲する。この基本方針は今年度の取り組みを通して方向転換の必要性はないもの

と考えられ、特段の修正・変更などは加えていない。 

 具体的には、基本方針は「専門知識の習得は e ラーニングを基本とする」「集合研修でス

キル習得を図る」「e ラーニングによる継続な学びを支援する」の 3 つである。 

 

●専門知識の習得はｅラーニングを基本とする 

本学び直し講座の対象者の想定は、ＩＴ実務経験 5 年程度（20 代半ばから後半の年齢）

のエンジニアである。 

対象者はＩＴの専門職としてＩＴに関する一通りの専門知識を有し、開発・運用等の実務

経験もある。それらをベースとすることで、最新テクノロジーに関する新しい専門知識の学

習は、一定程度、自己学習で賄うことができるものと想定できることから、専門知識の学習

についてはｅラーニングを活用していく。 

専門知識の学習にｅラーニングを採用するもうひとつの理由は、多忙さへの配慮である。

ＩＴ業界は慢性的な人材不足という現状もあり、ＩＴエンジニアの多くは毎日を業務で謀

殺されているケースも少なくない。そのような日常の中で、最新テクノロジーへのキャッチ

アップやスキルアップを余儀なくされているが、ｅラーニングはその利便性の高さからＩ

Ｔ業界でも活発に利用されている。また、業務として日ごろテクノロジーに向き合っている

ＩＴエンジニアにとって、デジタル化された教材は寧ろ取り組みやすいという面もある。 

以上の理由から、専門知識の習得はｅラーニングを活用した自己学習とすることを基本

方針のひとつとした。 
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●集合研修でスキル習得を図る 

 e ラーニングは利便性の高い学び方を提供する仕組みであり、知識学習に対する有効性が

高い。これに対して、本学び直し講座では、最新テクノロジーを活用した経営戦略・システ

ム戦略を実際の業務上の課題に適用できる実践スキルの習得を目的としている。このよう

なスキルの習得は、ｅラーニングなどによる知識学習だけではカバーできない。本事業の実

証講座で実施したような実務的な課題に対して経営戦略やＩＴ戦略を立案したり、展開方

策の具体化を図ったりする演習が不可避となる。もちろん、このような学習についてもｅラ

ーニングである程度実現可能ではある。例えば、テレビ会議システムを利用すれば、受講者

が同じ部屋に集まることなく、グループでの調べ学習や議論を行うこともできる。これはす

でに多くの企業において利用されているテレワークのスタイルで集合研修を代替しようと

するやり方である。実際、今年度の実証講座では、講師による遠隔からの指導も行われてい

る。 

しかし、本学び直し講座の集合研修では、所属や経験、年齢などが異なる、互いに面識の

ないエンジニアがグループとして学習活動を進めていくのが基本となるため、ネットを介

したグループワークの活性化は容易ではない。互いに対面し、ダイレクトに意見を交わした

り情報を共有したりする学習プロセスを経ることで、ＩＴ戦略策定等をめぐるディスカッ

ションやプレゼンテーションなどのグループワークが、より実務的なものへと展開してい

くもの期待される。昨年度事業で 2018 年度版のカリキュラムの見直しを行った結果、ＩＴ

戦略策定等に係る実践スキルの向上を図る狙いから、改訂版となるカリキュラム 2019 では

集合研修の時間数を増やしているのは、こうした理由によるものである。 

 ｅラーニングで充分に学習可能な専門知識は自己学習とし、そこで学んだ知識を実務的

な課題に適用する学習については集合研修とする構成が、本学び直し講座の基本となるス

キームである。 

 

●ｅラーニングによる継続的な学びの支援策を具体化する 

 ｅラーニングはＩＴエンジニアに限らず、社会人全般にとって格好の学習ツールではあ

り、現在では広範な学習分野で利用・活用が進んでいる。その一方で、自己学習が基本とな

るため「継続が難しい」という課題への対処が常に求められている。本学び直し講座の実施

においても、ｅラーニングによる自己学習の継続を支援するための具体策を実装し、運用し

ていく必要がある。 

 本学び直し講座の実施モデルにおいては、具体策実現のアプローチを大きく 3 点に区分

する。 

 

① コンテンツの工夫 

 本学び直し講座の e ラーニングでは、継続的な学びを支援するために、以下の 3 点の方

策を取り入れている。 
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 第一は音声によるナレーション解説である。印刷教材の場合には、学習者が自ら読むとい

うスタイルになるが、この e ラーニングでは音声によるナレーション解説であるため、視聴

するというスタイルで学習を進めていくことになる。自ら読むに比して受け身的にはなる

ものの、無理なく負担の少ない学習の継続に対して一定の効果が見込まれる。 

 第二はマイクロラーニングの採用である。短時間でひとつのテーマの学習が完結するた

め、わずかな時間を利用して学習することが可能となる。また、繰り返し学習にも適してい

るため知識の確実な理解や定着にも効果的とされている。本学び直し講座の e ラーニング

は、ひとつのテーマに対する解説が 5～10 分程度で完結する仕様となっている。 

 第三の方策は、音声によるナレーション解説に加えて、ドリル（CBT：Computer Based 

Testing）型コンテンツも用意している点である。印刷教材と比較した場合の e ラーニング

の優位性のひとつに対話性があるが、CBT によって正誤判定・解説を即時にフィードバッ

クすることが可能となる。「視聴する」学びに、回答入力・即時フィードバックという能動

的な学びを合わせることで、e ラーニングによる自己学習が単調なものにならないよう工

夫されている。 

 

② モニタリングとサポート 

 学習進捗のモニタリングとその結果に基づくサポートは支援策として重要であり、本学

び直し講座においても個々の学習進捗をモニタリングする機能が利用できる環境を設定し

た。講座の開催期間の中で、学習進捗に応じて各受講者に対してメールで学習継続を促すな

どのサポートも行った。 

 

③ ブレンディング 

 e ラーニングのみの実施では、継続的な学びの支援が非常に難しい面がある。学びの意欲

や動機のある社会人であっても、自らの自身への働きかけを続けていくのは容易ではなく、

何らかの外からの作用が必要となる。本事業の実証講座（昨年度、今年度）では、集合研修

の事前に個人ワークという形で自己学習型の演習を設定したが、集合研修と連動した自己

学習は自己学習への動機付けとして機能するだけでなく、集合研修での学びの質を高める

という効果も期待できる。特に領域「ＩＴ戦略的活用」の e ラーニングと集合研修は内容面

でのリンクが明確であることから、こうした運営上の工夫が効果を生むものと考えられる。 
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5.3. 実施モデル 

 カリキュラムモデル 

 昨年度の実証講座で受講者に対して行ったアンケートでは、望ましい講座の開講期間で

最も多かった意見は「１ヶ月」であったことから、昨年度は１ヶ月モデルをプランとしてま

とめた。さらに、１ヶ月では学び直し講座の全カリキュラムが収まらないため、これをカバ

ーする３か月モデルも提示した（以下、カリキュラムモデル 2019）。 

 以下に、カリキュラムモデル 2019 を示す。なお、昨年度はこれを実施モデル 2019 と表

記していたが、実施モデルはカリキュラムだけでなく、実施日程や実施体制などの要素から

なるため、今年度はこれをカリキュラムモデルと表記することとした。 

 

図表 5-1 カリキュラムモデル 2019 

①１カ月モデル 

（自己学習（ｅラーニング）） 

○「最新テクノロジー」31.5 時間 

○「ＩＴ戦略的活用」10.5 時間     

（集合研修） 

○「最新テクノロジー」3.0 時間 

○「ＩＴ戦略的活用」6.0 時間      

計 42.0 時間 

 

 

計 9.0 時間 

標準学習時間 

2.0 時間／日（21 日間） 

 

0.5 日 3 日間 

②３カ月モデル 

（自己学習（ｅラーニング）） 

○「最新テクノロジー」31.5 時間 

○「ＩＴ戦略的活用」10.5 時間     

（集合研修） 

○「最新テクノロジー」6.0 時間 

○「ＩＴ戦略的活用」12.0 時間      

計 42.0 時間 

 

 

計 18.0 時間 

標準学習時間 

1.0 時間／日（42 日間） 

 

1 日 3 日間 または 

0.5 日 6 日間など 

 

１ヶ月モデルでは、ｅラーニングによる自己学習の標準学習時間数は 42.0 時間であるた

め、１日平均 2 時間、計 21 日間で学習を完了する。集合研修は、学び直し講座のカリキュ

ラムでは計 18.0 時間の設定となっているが、これをフルに実施するのは難しいことから、

このモデルでは「最新テクノロジー」3.0 時間、「ＩＴ戦略的活用」6.0 時間と圧縮している。

いずれも平日の 0.5 日の開催を想定している。 

 一方、学び直し講座のカリキュラム 60 時間をフルに実施するモデルが、②の「３カ月モ

デル」である。ｅラーニングについては、42.0 時間を３カ月で学習するので、１カ月モデル

に比べてじっくりと取り組むことができる。 
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 集合研修も「最新テクノロジー」6.0 時間、「ＩＴ戦略的活用」12.0 時間の実施が可能と

なっている。この場合、各回を 1 日（6.0 時間）とし計 3 回とする運用、各回を 0.5 日（3.0

時間）とする計 6 回の運用、あるいはそれらを組み合わせたパターンも考えられる。 

 上記のカリキュラムモデルはいずれも、開講期間という制約条件から設定されたもので

あるが、これに学習目標・内容という条件を加味して新たに策定したカリキュラムモデルを

検討した。そのプランが以下のカリキュラムモデル 2020 である。 

 

図表 5-2 カリキュラムモデル 2020 

①ＩＴ戦略的活用コアモデル 

（自己学習（ｅラーニング）） 

○「ＩＴ戦略的活用」10.5 時間     

（集合研修） 

○「ＩＴ戦略的活用」12.0 時間      

計 10.5 時間 

 

 

計 12.0 時間 

標準学習時間 

1.0 時間／日（10.5 日間） 

 

1 日×2 回 または 

0.5 日×4 回 など 

②最新テクノロジーコアモデル 

（自己学習（ｅラーニング）） 

○「最新テクノロジー」7.5～16.5 時間 

（集合研修） 

○「最新テクノロジー」6.0 時間 

 

計 7.5～ 16.5

時間 

 

計 6.0 時間 

標準学習時間 

1.0 時間／日（8～17 日間） 

 

1 日×1 回 または 

0.5 日×2 回 など 

 

 いずれのモデルも学び直し講座の全カリキュラムをカバーするのではない点がポイント

である。ＩＴ戦略的活用コアモデルは領域「ＩＴ戦略的活用」に、最新テクノロジーコアモ

デルは領域「最新テクノロジー」にそれぞれフォーカスしたカリキュラムとなっている。そ

のため時間数はカリキュラムモデル 2019 に比べて大幅に少なく、開講期間も 1 ヶ月に収ま

る。但し、最新テクノロジーコアモデルの e ラーニングについては、42.0 時間のフルでは

なく選択方式としている。学習ユニット「オーバービュー」のみを必須（または受講前提）

とし、人工知能、ビッグデータ、IoT の中から受講者が希望する学習領域を選択受講しても

らうという方式である。 

 このモデルの特徴は、学習目標・内容あるいは受講者のニーズという観点からカリキュラ

ムが組み立てられている点である。ＩＴ戦略的活用、最新テクノロジーのうち身につけたい

と考えているテーマを選択できるので、カリキュラムモデル 2019 に比べて学習のターゲッ

トがより明確である。それに伴い時間数が少なく短期間であるため、受講にかかる負担も軽

減される。 

 また、e ラーニングの柔軟性を活かして、これらふたつを組み合わせたモデルも現実的な

プランである。例えば、ＩＴ戦略的活用コアモデルの受講者に対して最新テクノロジーコア
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モデルの e ラーニングを選択してもらう、最新テクノロジーコアモデルの受講者に対して

も同様にＩＴ戦略的活用コアモデルの e ラーニングを提供することで、個々の多様な学習

ニーズに対応したきめ細やかなカリキュラムの提供が可能となる。 

 カリキュラムモデル 2020 はカリキュラムモデル 2019 を否定するものではなく、2019 と

は異なる視点から新たに再編されたモデルであり、学び直し講座の開講の狙いや受講対象

者のニーズや特性などを勘案して、モデルの選択・カスタマイズしていくことが肝要である。 

 

 

 運営モデル 

 集合研修の開催日程 

●平日午後、１回あたり 90分～3時間程度の開催 

 昨年度の実証講座の実施によって、学び直し講座の実施日程は平日（月～金曜日）の午後

を望む意見が多数であり、かつ１回あたりの受講時間数は 90 分～３時間程度とする声が最

も多いことがわかった。これに従い、今年度の実証講座は平日の午後（3 時間ないし 4 時間）

という日程で実施されたが、これが多くの受講者（現役ＩＴエンジニア）にとって受講しや

すいようである。 

 

 受講者募集 

●企業を対象とするＢ２Ｂ型の告知・募集を基本に 

 社会人を対象とする学び直し講座の受講者募集のアプローチは、大きく B2C 型と B2B 型

に分けることができる。社会人（本学び直し講座の場合は現役ＩＴエンジニア）個々に対し

て募集を呼びかける B2C 型は効率が悪く、高い費用対効果が得られにくい。 

 これに対して、現役ＩＴエンジニアが勤務する企業を対象とする B2B 型では、募集活動

を展開する範囲が明確で限定的となるため効率的である。また、企業の側も学び直し講座の

趣旨や目標に応じたＩＴエンジニアを受講させるので、講座の運営もより円滑となり、学

校・企業・ＩＴエンジニアの三者いずれにとってもメリットがある。 

 この B2B 型をうまく機能させるためには、学校と企業の相互理解と連携が不可欠となる。

多くは学生の就職先、あるいは産学連携教育のパートナーとしての関係から、さらに踏み込

んで、学び直し講座（リカレント教育）を提供する学校とそれを受け取る企業という関係づ

くりへと発展させていくことが肝要である。 

 

 参考データとして、昨年度の実証講座で行った受講者に対するアンケート結果を再掲す

る。 
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図表 5-3 研修会開催の望ましい曜日・時間帯（ＭＡ） 

 

 

図表 5-4 研修会 1 回あたりの受講しやすい時間 

 

 

図表 5-5 受講しやすい期間 
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開発教材 

 

カリキュラム領域「ＩＴ戦略的活用」の教材 

① 集合研修ＰＢＬ教材「ＩＴ戦略実践演習」 

② e ラーニング「企業と法務」「経営戦略」 

1) 講義型 e ラーニング 

2) ＣＢＴ型 e ラーニング 

 

カリキュラム領域「最新テクノロジー」の教材 

① 集合研修ケーススタディ教材「応用ワークショップ」 
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実証講座 ケース資料 「かりゆし水産株式会社」 
 

 

当ケースは、「かりゆし水産」という架空の中小水産加工会社です。 

そのため、IT化の現状やビジネスプロセスやビジネスルールなどをはじめ、資本金、売上高、経常利益等

の財務に関する指標も全て架空のものです。 

 

当実証講座では、与えられた条件から「経営戦略」を策定し、この「経営戦略」を実現する「戦略」策定

までの一貫したプロセスを学びます。 

 

自らがそれぞれの場面において、「かりゆし水産」の経営者になったつもりで、どの様なことを行うかを考

え、当該ケース企業に何が必要かに気づいて頂きたいと思います。 

 

なお、当実証講座で必要な知識やスキル、さらに実践するためのツールやモデル作成手法等を限られた時

間で学ぶことに主眼を置いているため、資本金、売上高、経常利益等の財務に関する指標は、必要な部分

を除いて全て省略しています。 

 

 

１．基本情報 

 

【企業情報】 

資本金：４，０００万／創業：平成３年／従業員：２５名／所在地：那覇市／年商：８億円 

経常利益：７００万円／業務：水産物卸・小売、水産物加工（一次および二次加工）、通信販売 

 

【経営理念】 

沖縄の優れた水産物を安心・安全に美味しく加工し、沖縄県内、全国へ流通させ食文化を発信する。 

 

【事業内容】 

中央卸売市場（浦添市伊奈武瀬：いなんせ）の仲卸から水産物を仕入れ、直営店の鮮魚店を中心に事業を

開始する。その後自社による食品加工場を増設し、地場の顧客のみならず観光客、地元スーパーなどへの

販売拡大へと発展していく、そんな中で調理しやすく、水産物を「刺身に捌いて欲しい」「寿司ネタに加

工して欲しい」、「冷凍食品にして欲しい」など顧客から様々な加工に関する要望が出てきた。 

 

単なる、水産物を右から左へだけでなく、主軸のまぐろを加工した商品（まぐろカツ、唐揚げ、メンチカ

ツ、フライ、いかの加工商品）を中心に業務が拡大していく事になる。 

 

現在では、消費者へ直接販売を紙ベース（カタログ）の通信販売を１０年前に開始、さらにネット通販事

業（楽天、Amazon、ぐるなびショップ）も８年前から本格的にスタートをする。 

 

また、中央卸売市場の仲卸業者の仕入れに加え、最近は生産者から直接仕入を行う割合が数％ずつ増加し

ている。（生産者：水産養殖業者、水産加工品メーカーなど、菓子メーカーなど多様化している） 

 

・ 自社加工品の扱い割合 ３８％、仕入商品販売 ５５％、その他 ７％ 

・ 店舗販売 ３５％（うち観光が８５％）、卸売り ２０％、通販 ４５％（うちネット ７８％） 

・ 売上構成 ①まぐろ関連 ６５％、②いか・たこ関連 ２０％、③えび・魚介関連 １５％ 

・ 仕入れの６２％は仲卸、生産者直接から１５％、その他は包装資材や運送費 
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【業界を取り巻く環境】 

沖縄県は生鮮まぐろの水揚げ高、全国 3位である。それぞれの季節に旬のまぐろが水揚げされる。 

また、そでいかの水揚げ高は全国 1位で、豊かな漁業資源に恵まれた沖縄の海の恵みを、加工して提供し

ている。現在は、国際規制の強化、わが国周辺水域における資源状況の悪化等により漁獲高は減少傾向で

推移している。また、海外での鮮魚関連の需要が急増（中国など）傾向にあることも価格高騰の要因にも

なっている。 

 

【市場外流通の拡大】 

卸売市場は集荷（品揃え）、分荷、価格形成、決済、情報受発信、衛生管理、災害時緊急対応等の機能に

より、水産流通の約 7 割以上を占める中心的な流通市場であった。しかし近年、下記の理由により、市

場外流通が拡大している。 

 

① 輸入品や冷凍品、干物等加工品の増加 

② 大型の産地と大型のユーザーを直接結びつける流通ビジネスの拡大 

③ 海外の食文化の変化による輸出の増大 

④ 消費者ニーズの多様化に対応した個性化商品（有機などの「こだわり商品」、生産者の顔の見える商品 

など）の増大 

⑤ 生鮮品と区別のあいまいな一次加工品の増大 

⑥ 情報化技術や冷凍技術の高度化に伴う新しい流通形態の出現 

⑦ 生産者の直売所の利用増加 ※ユニークな直売所の登場 

⑧ 国内の飲食店舗の海外進出の拡大 

 

【消費者ニーズの多様化】 

消費者の健康・安心安全志向など、食品に対する消費者ニーズが多様化している。これに伴い、高度な加

工品の増大、多品種少量購買の動きや外食・中食シェアの拡大など食品の消費構造も大きく変化している。

その中で、生産・製造・小売のそれぞれの流通段階で生産起点（売手市場）から消費起点（買手市場）へ

の転換が大きく進んでいる。魚類卸売業者も多様な消費者ニーズの変化を的確に捉え、多種多様な品目や

品質の品揃え等に努めていくことが強く求められている。 

また、依然長引く経済低迷により安価な食品を求める消費者も多く、消費者の２極化は益々進んでいる。 

 

【沖縄水産加工物のブランド化】 

全国的にも沖縄の食や地域資源に対する評価は高まり、国内でも人気を有している。 

特に沖縄物産展は全国の百貨店をはじめ、中国、シンガポールやタイ、ベトナムなどの ASEAN諸国の都

市でも開催されるようになり、その人気はさらに伸びていく事が予測される。 

また、海外からの観光客も急増しており、場外市場も海外からの観光客で賑わいを見せている。それを機

会に免税店の許可をとる店舗も増えている。 

 

【卸売業者・仲卸業者の経営の悪化と市場機能の低下】 

仲卸売業者にとっての専門小売店は、従来安定的供給先であった。しかし、最近では仲卸売業者の取引先

である専門小売店が大幅に減少している。それに伴う市場の取扱高・取扱量の減少や、経済全体の状況悪

化が反映し、経営状況が悪化する卸売業者・仲卸業者が増加している。また、従業員の高齢化と相まって、

商品開発や商品評価等の面で、卸売業者、仲卸業者のノウハウやマンパワーの低下がみられる。 
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【流通経路】魚類の流通経路は、以下の通りである。 
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２．社長の思い 
 

今後も引き続きマグロ加工品製造に当社はこだわっていきたい。 

また、これまでは食材と品質とにこだわって事業運営をしてきたし、今後ともさらに付加価値のある商

品化にチャレンジしていくが、競合他社との価格競争にも打ち勝ち、当社の顧客ニーズにマッチするだ

けでなく、様々な顧客ニーズの変化にも対応できる組織にしていきたい。 

 

今後数十年にわたって当社が生き残り、従業員の雇用を守っていくためには、グローバルな競争の中で、

普遍的に生き残れるだけの体質を作り上げるしかない。 

 

３年後には再び１０億円の売上高に成長させるほか、生産者からの直接仕入れ割合を３０％にして、高

収益な企業体質を確立させて３年後の売上高経常利益率を、５％まで引き上げたい。（現在１．２％） 

 

また、食品製造業者とタイアップにより沖縄食材を使ったオリジナル商品の企画開発を行い、沖縄の知

名度と消費者ニーズにマッチさせる事でさらなる収益構造を作りたい。 

 

店舗事業について、本来、かりゆし水産は創業時において地元客中心に店舗売上で事業がスタートして

いる、再度、地元のお客様をターゲットに事業の見直しをしたい、まだまだ鮮度の良さや市場に隣接し

た近所の魚屋さんを求める地場顧客は沢山ある。 

 

また、企業体質の質的転換を図るためには ITや AI・IoTの活用の重要性が指摘されている。 

 

IT化の現状は決して高くないという認識をしているが、今後は当社で ITと AI・IoT活用による生産性

向上を実現したい。また、将来的には、そのノウハウを指導するサービスを商品化して他の中小水産加

工会社に販売するというビジネスモデルを新規事業として立ち上げたいと考えている。 

 

大学時代の友人がＩＴ企業を経営しているため、このビジネスモデルの実現のため協業することもでき

そうだ。 

 

 

 

３．組織 
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４．現状のＩＴ環境 
 

・ 社内 LANおよびブロードバンド環境（光回線）は整備されている 

・ 事務職員には１人１台の PC 環境が整備されており、配送事務にも２台の PCがある ※合計２０台 

・ 工場と事務所は離れているが、無線 LAN（Wi-Fi）で接続されていて速度や品質に問題はない 

・ 会計システムおよび給与計算はパッケージソフトを導入している 

・ 卸業向け販売管理システムもパッケージソフトを使い運用している（独立） 

・ 通販システム（顧客の受発注管理および送り状発行、ギフト対応など）も個別に導入を行っている 

・ 在庫管理（原材料）については、先入先出しで運用を行っているがシステム化はされていない 

・ 棚卸は月末に一回行っている 

・ 製造原価については月次のグロスで集計を取っている（EXCEL集計） 

・ 仕入管理については、EXCELで集計を行っていて、業者からの請求書と付合せを行っている 

・ 工場における衛生管理は徹底している 

・ 製造ロット番号は付けているが、使用原材料までトレーサビリティは出来ていない 

・ 管理職員および事務職員全員にメールアドレスを与えている 

・ 社内のコミュニケーションツールはスケジュール共有だけ行っている 

・ 自社のWEBサイトでの通販と楽天および Amazon、ぐるなびに出店をしている 

・ Facebookページも開設はしているがビジネス活用効果は上がっていない 

・ 店舗に PC-POSを導入している（商品個別管理までは行っていない） 

・ 社内に IT専門家がいないため専務が IT担当を兼任している 

 

 

【現状業務要図】 

 

 

 

 

 

（１）インターネット市場への進出 

ネット通販の場合、商品の新鮮さや美味しさや品質を直接見る事は出来ない。しかし、最近では様々

な口コミサイトや、SNSによる情報交換が盛んになってきた。消費者は様々な手段で情報収集を行

い、より信頼性と安心、安全を求めるのは当然、かつ価格面もシビアに評価する様になってきた。 

特に、SNSによる情報波及効果は大きく、クチコミによるプラス面だけでなくマイナス面の情報に

よる影響も大きい。また、大手流通業者によるネットスーパー事業も今後は拡大傾向にある。 

発注 

※手作業 

仕入 請求 

チェック 

支払 

チェック 

 

顧客 

配送センター 

受

注 

顧客管理 

出

荷 

売

上 回

収 

店頭 

販売 
レジ打ち（POS） 

売上集計 

※分類 
総務・経理 

経営者 

 

・財務会計 

・給与計算 

店
舗
販
売 

発
注
・
仕
入 

通
販
・N

E
T

 

顧客管理 

顧客管理 

販促管理 

※顧客管理 

棚卸 

在庫管理 
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（２）少量多品種、多頻度配送、温度管理システムの構築 

①長期にわたる保存が困難、②様々な条件により生産量が増減、③価格の変動などの理由から、生

産者、消費者双方の満足する適正な価格形成、迅速な荷さばき等が要求される。また近年は、小売

業からの多頻度小口配送の要求や値引き要請が高くなっている。そのため、情報化を進め、少量多

品種、多頻度配送、温度管理の徹底をシステム化する動きも見られる。 

また、マーケティング分析において、消費データ活用と地域の人口動態や世帯所得などを関連させ

て分析する手法を行う流通業者も今後は増えて行くと言われている。 

 

（３）体質強化の重要性 

流通チャネルの多元化等による市場間競争の激化等が進展する中で、卸売業・小売業の体質強化が

重要になっている。ポイントとして、ローコスト・オペレーションの徹底、集荷・販売力の強化、

経営全般にわたるリストラといった企業内努力が求められる。 
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５．従業員からのヒアリング 
 

1. リピート顧客が多い 

2. 事務処理も手作業レベルが沢山あり、繁忙期の業務負担が多く臨時アルバイトで対応している 

3. 大手流通業者の系列化がさらに進む 

4. 飲食店の廃業が増えている 

5. 社内の高齢化がすすんでいる 

6. 消費者の魚離れがすすんでいる 

7. 漁獲量が減少し、価格も高騰している 

8. 原材料価格の高騰が進む 

9. 物流コストが年々増加している 

10. 今のところ財務体質は健全である 

11. 消費者の食に対する信頼が過敏になっている 

12. 業務システムが別々（卸販売と通販）で全社データの集計が遅い（１ヶ月遅れ） 

13. 海外から安い水産物が入って来ている 

14. 鮮度と品質には自身を持っている 

15. 社内に IT専門家がいない ※専務が兼任 

16. 大口業者から産地証明書や製品ロットの表示と追跡管理（トレーサビリティ）を要求されている 

17. パソコンを使いこなせる人材が少ない ※特に現場 

18. 工場の衛生管理は徹底している（温度記録と定期的なノロウィルス検査を実施） 

19. 商品を目利きする能力に優れている 

20. 若い人材の育成が出来ていない 

21. 工場生産加工→出荷作業において１２月は戦争状態（繁忙期）でミスも増加する 

22. 飲食店および小売業者が直接生産者と取引されるケースが増えている 

23. 海外の食文化変化による輸出産業が伸びている ※日本食ブーム 

24. 楽天などのショップサイトで退店する通販業者が増えている ※利益が取れない 

25. 価格競争のさらなる激化 

26. 付加価値の高い商品を求める顧客も増えている ※高級および品質重視 

27. 高齢者のネット人口も増えていて、スマホの普及が急速に伸びている 

28. 顧客のクレーム対応がきちんと出来る人材が少ない 

29. 海外からの観光客の増加に伴い免税店が増加している 

30. 資材（包装、副資材）の高騰 

31. 製造ロスや歩留まりが把握出来ていなく原価も大雑把 ※どんぶり勘定 

32. 在庫の管理が徹底されていない ※廃棄ロスなどは記録していない 

33. 仲卸への支払サイトが短い（１０日以内に現金払） 

34. 中央卸売市場に隣接していて最新の情報を入手しやすい 

35. 海外進出する飲食店チェーンが増えている ※ASEAN諸国 

36. 外国語対応出来る従業員がいる（中国語、韓国語、ベトナム語） 

37. 大口の通販業者から新規商品企画の依頼が増えている ※マグロ漬けが大ヒット 

38. ６次産業化に対する、国および地方自治の補助事業が盛んになっている 

39. 業界で AI・IOTなどの先端 IT技術の導入による生産性向上の事例が出始めている 

40. 店頭販売で顧客からキャッシュレス対応を望まれている（一部しか対応できていない） 

 



【IoT事例＆IoTツール】 

 

関東経済産業局(中小ものづくり企業ＩoＴ等活用事例集) 

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/iot_robot/iot_katsuyo_jireishu.html 

 

近畿経済産業局(IoT等を活用した食関連サービス事例集) 

https://www.kansai.meti.go.jp/3-2sashitsu/service/28fy/IoT/hokoku.html 

 

九州経済産業局(九州 IoT活用事例集 2017） 

https://www.kyushu.meti.go.jp/report/170405_2/170405_2_jirei.pdf 

 

三重県（IoT等利活用取組事例集） 

http://www.pref.mie.lg.jp/common/content/000721381.pdf 

 

IoT活用・支援事例集 - 公益財団法人ソフトピアジャパン 

https://www.softopia.or.jp/jirei/ 

 

スマートものづくり応援ツール・レシピ 

https://www.jmfrri.gr.jp/event/seminar/618/694.html 

 

スマート IoT推進フォーラム（IoT導入事例紹介） 

https://smartiot-forum.jp/iot-val-team/iot-case 

 

IoT推進コンソーシアム（新たなデータ流通取引に関する検討事例集） 

https://www.meti.go.jp/press/2018/08/20180810002/20180810002.html 

 

東京商工会議所（ICT活用事例集） 

http://www.tokyo-cci-ict.com/wp-content/uploads/2015/04/2016_ICT_jireishu.pdf 

 

ソラコム（SORACOM 導入事例：十勝バス株式会社） 

https://soracom.jp/case_studies/tokachi_bus/ 

 

IoTツール検索データベース（AI・IoT普及推進協会） 

https://www.aipa.jp/ 

 

 



【AI事例＆AIツール】 

 

AI活用事例の検索プラットフォーム e.g. 

https://ledge-eg.com/ 

 

業態業種別-AIの導入活用事例 AI Smiley 

https://ai-products.net/category/case-study/ 

 

ICT・IoT・AI等活用事例集（関西経済連合会） 

https://www.kankeiren.or.jp/iot/ 

 

IoT・AI・ロボット導入・活用事例集(新産業創造研究機構) 

https://www.niro.or.jp/uploads/2019/07/2018iotairobot-jireisyu-r1.pdf 

 

AIの活用事例 - 埼玉県 AIポータルサイト 

https://www.ai-lpwa.saitama.jp/www/genre/1000100000007/index.html 

 

富山県内企業における IoT・AI導入事例 

http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1301/kj00022068.html 

 

AI・IoT事例紹介 - 佐賀県産業スマート化センター 

https://www.saga-smart.jp/case/ 

 

AIツール検索データベース（AI・IoT普及推進協会） 

https://www.aipa.jp/ 



ＩＴエンジニアのための
最新テクノロジー学び直し講座

ĳɱ>学校法人フジ学ȓ 専門学校ＩＴカレッジ沖縄

ƫđ２¿１1月１3日（É）

.ＡＩ、ＩｏＴ等の最新テクノロジーを活用したＩＴ戦略のĞ定.

（テキスト）



講師紹介
札幌学院大学 客員教授（ＩＴコーディネートǂ）
ň海道ＩＴコーディネータśĚ会 相談役
有限会社マルチキャスト 代表取締役

ＩＴコーディネータ／防災士

赤 羽 幸雄
あかばね ゆきお

ɗ営Œ活動法人ＩＴコーディネータś会 Ģ事
安谷屋経営コンサルティングオフィス 代表

ＩＴコーディネータ／中小企業診断士

安谷屋 盛広
あだにや もりひろ
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０．オリエンテーション
IT経営、実証講座の進め方



ＩＴ経営は単なるＩＴ導入の促進ではない
ＩＴ（情報ŢŴ）の高ëなĘ用・活用によって、企業戦略をƽÈし、
生産性の向上、競争æの強化 を図ることを「ＩＴ経営」と呼んでいる。

ＩＴ経営推進プロセスガイドライン（ＰＧＬ）

労働力人口の減少
・1995年をピークに減少
・労働力人口の減少が今後の実質成長率
に与えるインパクト ⇒ 年率約▲0.4％

・若手人口の減少
若手人口（20歳～34歳）は、2020年まで
に約31％減少

・団塊世代の引退
2015年までの10年間に「団塊の世代」が
大量引退、約400万人の労働力人口が
減少

実質経済成長率
年率：△7．1%
※2020年の予測値
日本経済研究センター

ＩＴ（ＡＩ・ＩｏＴ）を利活用することで、労働生産性の向上に期待

付加価値向上を目指した

攻めの経営 の実現

（売上向上、CS向上など）

業務効率を高めるための

守りの経営 の実現

（業務プロセス改善など）

ＩＴ経営の背景とねらい



ＩＴ新改革戦略（内ƔĜ）

IT基盤の整備

ITによる構造改革 ＩＴ経営の確äによる企業の競争æ強化

目標（2010Þまで）

・企業経営をITによって最適化する企業の割合を世界トップクラスに
・基幹業務にITを活用する中規模中小企業の割合を60％以上に
・EDIプラットフォームをŒ用する企業の割合を60％以上に
・中小企業の取引先のうち電子商取引を実施する企業の割合を50％以上に

世界に通用する高ëＩＴ人材のŸ成

目標（2010Þまで）

プロジェクトマネージャー、ITアーキテクト、ＩＴコーディネータ、組み込みソフト
の専門家等の高ĕIT人材の育成をʔ進し、産業界における高ĕIT人材の需給のミス
マッチを解消する。

方策

ITによる中小企業の経営Ȃ新をʔ進するため、経営に役čつITœ資についてŽõを
有する ＩＴコーディネータ （ITC）等の外部専門家の活用や、ɧなる分野の経営資ɫを
有する中小企業がIT等を活用してéう連携をŠǰする。

2006Þ1月19日
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本実証講座について

7

本演習では、経営課題を抱えるモデル企業（かりゆし水産）の経営戦ʖ、ＩＴ戦ʖを
策定し「経営戦略企ōŃ（ƿ要）」及び「IT戦略企ōŃ（ƿ要）」を作成していきます。
参加者の皆さんには、ツールや技法を使用して策定していくプロセスを疑似体験して
いただき、ＩＴ経営を実感していただければ幸いです。
一部演習で実際にツールや手法を用いる場面もありますので、モデル企業の経営者に
なった気持ちで取り組んで下さい。

6ケーススタディ（課題）に取りġみ、事Ɓを体験、ＩＴ経営を実Œ7

Ｎｏ． 項 目 実施日
0 オリエンテーション 11/13（ê）
１ 経営環境情報収集・分析 11/13（ê）
２ あるべき姿の構築 11/13（ê）
３ 経営戦ʖ策定 C 経営戦ʖ企画Ƙ（ˌ要）の作成 11/13（ê）
４ ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画 12/4（ê）
５ ＩＴ戦ʖ策定C ＩＴ戦ʖ企画Ƙ（ˌ要）の作成 12/4（ê）

実証講座 課題一覧

8

課題NO. 課題名 備 考
課題1 社èのƓい 事前課題
課題2 現状（As-Is）事業ドメイン分析 ｸ971ﾌﾟ演習＆発表
課題3 業界特性分析 説明課題
課題4 経営環境分析（SWOT分析） ｸ971ﾌﾟ演習＆発表
課題5 あるべき姿（To-Be）事業ドメイン分析 説明課題
課題6 重要成功要因（CSF）の抽出 説明課題
課題7 重要成功要因（CSF）の優先順位付け ｸ971ﾌﾟ演習＆発表
課題8 あるべき姿のビジネスモデル 説明課題
課題9 重要成功要因（CSF）アクションプランčŴ 説明課題
課題10 経営戦ʖ企画Ƙ（ˌ要） 作成 説明課題
課題11 ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画 ｸ971ﾌﾟ演習＆発表
課題12 ＩＴ成˕ĕ評価 ｸ971ﾌﾟ演習＆発表
課題13 ＩＴ経営アクションプランčŴ 説明課題
課題14 ＩＴ戦ʖ企画Ƙ（ˌ要） 作成 説明課題
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１．経営環境情報収集・分析

ケース企業の説明

10

ƸƣはŊǉñŇ「ケースñŇ」をご覧ください。

当ケースは沖縄の架空の水産加工会社（かりゆし水産）が生き残り
をかけて、「経営戦略」「ＩＴ戦略」のĞ定をÈう内容です。



課題１*社長の思い

11

向かうべき方向を再確認するためのステップです。

経
営

理
念

社
長

の
思

い
戦

略
目

標

経営理念、社Ʒなど

会社経営、事業に対する想い。
こんな会社にしたい、こんな
事業展開をしたいなど

どんな会社になっていたいか。
事業内容、業界、地域での
シェア、売上規模等、なるべ
く数値で

ミッション

ビジョン

目標

課題１*社長の思い

12

かりゆし水産の「社長の思い」「戦略目標」を整理します。

ケースñŇ（ŊƜ）から「社長の思い」と「戦略目標」に
当てはまる項目を記入してください。

「社長の思い」は、こんな会社にしたいというビジョン。

「戦略目標」は、ビジョンのȗ成ĕをはかるモ¿サシになる。

「戦略目標」は、数値で設定 されるのが望ましい。



課題１*社長の思い

13

沖縄の優れた水産物および加工品を全国そして世界�発信Ǐ通
する

ビジョン（３Þ後）

（３Þ後）

経
営

理
念

社
長

の
思

い
戦

略
目

標

【事前課題】

課題２*現状（As－Is）事業ドメイン分析

14

「お客様」「ニーズ」「ノウハウ」から 現在の事業価値＝自社の存在価値
を明らかにします。
そして今のお客様でいいのか、今のお客様のニーズに十分応えているのか、
競争æを高めるにはどうしたらいいのか、�が社はどんな存在でいたいのか
を考える材Ňにします。

顧客

ノウハウニーズ

誰に（Who）

何を（What） どのように（How）

事業価値

顧客にとって、社会にとって自社の存在価値は何か+

現在のお客様の特徴、
どんなお客様。

お客様のニーズ・
ウォンツは何か、
最近の傾向を含め
て整Ģする。

お客様のニーズに
応えている商品、
サービス、企業Ď
等、競争Ďとなっ
ているのは何か整
Ģする。
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顧客

ニーズ ノウハウ

事業ドメインの定義
１．お客様はどこのǇなのか+
２．そのお客様のニーズ（要Ķ）は何なのか+
３．そのニーズをƑťさgる商品・サービス・ノウハウはうkにあるのか+

リ®�ーム工事会社のƁ

マンション、ǓǈてƔȎ等
のリフォームをéう顧客

・品質
・短納期
・低価格

・きめ細かいサービス
・確かな技術Ď
・保証体制

他に追随を許さないリフォーム技術で、顧客の要求する
品質、納期、価格を満たしたサービスを提供する

事業価値

課題２*現状（As－Is）事業ドメイン分析

課題２*現状（As－Is）事業ドメイン分析

16

顧客

ニーズ ノウハウ

マグロを中心にした水産加工業および販売業者マグロを中心にした水産加工業および販売業者
事業価値

【ワークシート】

①プロのǀ人として確かな目Œきによる
安心した商品を提供できる

②沖縄の生産者との太いパイプがある
③Ǿ生ǴĢにもʬʌした工場ŀ備
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自社の属する業界特性を競争の視点で分析します。ライバル企業の動向、新規参入の動き、
代替品の可Ɨ性等をõ極めながら、自社の新しい方向をƋえます。șえば販売チャンネルは
これまでのチャネルでいいのか、もっといい仕入先はėˁできないかなどについてです。
業界特性分析には、マイケルポータの「５つの競争要因分析」にチャネルの視点を加えて
Œ用します。

マイケル・ポーターの 競争要因分析（５ Forces）＋チャネルの視点

競合企業
の視点

供給業者
（仕入先）

の視点
顧客

の視点

代替製品
の視点

新規参入者
の視点

チャネル
の視点

①現状の仕事は誰もが参入しやすいか?
・しにくいか?

②障壁の高さ、低さと、想定される
新規参入者は?

①とってかわられる代替商品、
代替サービスの可Ɨ性はあるか?

②商品・サービスの˄ȕは?

仕入先、パート
ナー企業（śĎ
会社）のĎは?
・Ď関係は?
・śĎ関係は?

①現在、または近いɖ来の競合者は誰?
②競合者と自社を比較して、勝っている

ところ、負けているところ

①顧客の状況、動向等、
顧客は儲かっている

か?
・成è分野にいるか?
・ニーズは?

②顧客との関係（売り手
市場、買い手市

場・・）

販売ルートはある?
・そこのĎは?
・Ď関係は?
・śĎ関係は?

課題３*業界ő性分析
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課題３*業界ő性分析
現状の（As-Is）業界特性表

顧客

・店舗販売のうち地域の消費者（20％）>近Ľの消費者、Ǟりは観光客�の販売がɹめる、最近の顧客ニー
ズとしては安心、安全に対するƋえが高まりをõせている、一方、最近のɑしい経済環境下で、安さだけ
を求める顧客層も増加傾向にある。

・美味しさと信頼性を求める顧客と安価でも品質に問題がなければよいという顧客の二極化がすすんでいる。
・卸売についても、既存の取引先の飲食店の売上はかなりのǎち込みをõせており、ここでも高級品店と

リーズナブルな価格ɐを中心にしたʊʭ屋と二極化がõられる。
・通販事業についてはÞ々増加傾向にあるが競合も激しく、価格競争の中で撤退する店も出て来ている、

顧客ニーズもÞ々˝Ƽになってきており、対応面の手āの増加、付加価値を追求し他では出来ないような
品揃えやセット商品を常に企画する必要がある。

仕入先 ・メインの仕入先は中央卸売市場からの仕入れであるが、最近では漁業関係者より直接購入が増加している。

チャネル
・店舗販売（35％）>最近は海外からの観光客が増加している。（特に中国）
・卸売り>飲食店と一部小売、ˎからのお得意さんが中心（引き取り）
・ネット販売（48％）>ネット販売も競争激化、売上はÞ々増加しており、リピーターも比ǉも30％に上昇、

自社製品の売上割合が50％をɹめる、少しずつその他の水産物やȥ産物の売上も増えてきている。þǏに
合わせて常に企画商品やセット販売戦ʖを出しながら販売ʔ進が必要。

競合企業
・大手スーパーチェーン、地元スーパー>低級品を安価に提供
・Ʉɟ店、高級スーパー>高級品を販売、ʳ˜類もɇȃ、高価
・ネットでの店舗（食品全般）、ネットの産地直売店
・業者専用卸>外食産業

新規参入 ・ネットについては新規参入者がしやすいが、価格競争も激しいため撤退する業者も増えている。

代替品 ・安価な海外ものの商品
・「訳あり商品」として、品質に問題は無いが安価で提供するネット販売が注目されている
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課題４*経営環境分析（SWOT分析）
SWOT分析は（外部）経営環境の変化をO（機会、チャンス）、T（脅威）で分類し、
社内の経営環境分析をS（強み）、W（弱み）で分類するものです。
まず、（外部）経営環境のことか、社内のことを言っているのか判断し、
（外部）経営環境のことであれば、その環境が会社にとってプラス＝ O（機会、チャ
ンス）かマイナス＝T（脅威）かで判断します。社内のことを言っているのであれば、
それが、会社のいい所＝S（強み）なのか、弱い所＝W（弱み）なのか判断します。

項 目 SWOT
1 リピート顧客が多い

2 事務ǊĢも手作業レベルがƼċあり、ʻ˙期の業務負ǘが多くɶþアルバイトで対応している

3 大手Ǐ通業者のɈʑ化がさらに進む

4 飲食店の廃業が増えている

5 社内の高齢化がすすんでいる

6 消費者のˉȼれがすすんでいる

7 漁ʡȋがŦ少し、価格も高騰している

8 原材Ʀ価格の高騰が進む

9 物ǏコストがÞ々増加している

10 今のところ財務体質は健全である

11 消費者の食に対する信頼が過敏になっている

12 業務システムが別々（卸販売と通販）で全社データの集計が遅い（１ヶ月遅れ）

13 海外から安い水産物が入って来ている

14 ȶĕと品質には自ǯを持っている

15 社内にIT専門家がいない ※専務が兼任

16 大口業者から産地証明Ƙや製品ロットの表示と追ʢǴĢ（トレーサビリティ）を要求されている

17 パソコンを使いこなせる人材が少ない ※特に現場

18 工場のǾ生ǴĢはʬʌしている（ʏĕ記録と定期的な¿ロウィルス検ŉを実施）

19 商品を目ŒきするƗĎに優れている

20 ǜい人材の育成が出来ていない

課題４*経営環境分析（SWOT分析）
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【ワークシート】



項 目 SWOT
21 工場生産加工→出荷作業において１２月は戦争状態でミスも増加する

22 飲食店および小売業者が直接生産者と取引されるケースが増えている

23 海外の食文化の変化による輸出産業が伸びている ※日本食ブーム

24 楽天などのショップサイトで退店する通販業者が増えている ※Œ益が取れない

25 価格競争のさらなる激化

26 付加価値の高い商品を求める顧客も増えている ※高級および品質重視

27 高齢者のネット人口も増えていて、スマホの普及が急速に伸びている

28 顧客のクレーム対応がきちんと出来る人材が少ない

29 海外からの観光客の増加に伴い免税店が増加している

30 資材（包装、副資材）の高騰

31 製造ロスやɓʆまりが把握出来ていない、原価も大ʳ把 ※どんぶり勘定

32 在ɺのǴĢがʬʌされていない ※廃棄ロスなどは記録していない

33 ʚ卸�のŠɆサイトが短い（１P日以内に現êɆ）

34 中央卸売市場に˃接していて、最新の情報を入手しやすい

35 海外進出する飲食店チェーンが増えている ※ASEAN諸国

36 外国語対応出来る従業員がいる（中国語、韓国語、ベトナム語）

37 大口の通販業者から新規商品企画の依頼が増えている ※マグロ漬けが大ヒット

38 ６次産業化に対する、国および地方自治の補助事業が盛んになっている

39 業界でAI・IoTなどの先端IT技術の導入による生産性向上の事șが出ƣめている

40 店舗販売で顧客からキャッシュレス対応を望まれている（一部しか対応できていない）
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２．あるべき姿の構築
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より付加価値の高い商いをするために今後「ターゲットとしたいお客様」、
その「ニーズ」、ğつべき「ノウハウ・強み」を整理します。
そして将来の事業価値＝自社の存在価値と現状のギャップを明らかにします。

ターゲットとしたい顧客

ノウハウニーズ

今後メインとなる（した
い）お客様のニーズ・ウ
オンツを明らかにする。

新たな事業機会のなかで、
今後メインとなる（したい
）お客様を明らかにする。
現状と同様でもOK。

新たな事業機会のなかで、今後メイ
ンとなる（したい）お客様を明らか
にする。現状と同様でもOK。

顧客にとって、社会にとって自社の新たな存在価値は何か?

To-Be と As-Is の一ȇ大きなギャップまたは急務なことは?
As-Is と To-Be の ギャップ

課題５*あるべき姿（To－Be）事業ドメイン分析
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事業価値

あるべき姿（To-Be）事業ドメインと事業価値

沖縄産食材のブランド化と全国・世界へ流通させる企業

As-Is と To-Be の ギャップ
知名度と流通および宣伝ノウハウ不足

課題５*あるべき姿（To－Be）事業ドメイン分析

ターゲットとしたい顧客

ニーズ ノウハウ

【ワークシート】

・Ăı・Ăöでų生Ů理の整った工Ò設備
とŬ造加工ŝ理

・生産者と直接取引出来る環境と強いパイプ
・目Ęきとノウハウをğったŗ人
・通販で培った数多くの個人顧客情報
・オリジナル商品開発出来る環境



顧客

通販でのâÒはơびているもののơびŜはǅ化Ư向
・通販市場について伸びているが、Ʊいは˖化傾向にあり価格競争と原価高騰でŒ益はŦ少している。
・高齢化にもˍűがかかり、外出しないで買物する人口も増えŅける。
・クチコミ情報が様々なＳＮＳサイトで情報交換がすすみ、それによる消費者の購買意欲に大きく影響する。
自社店舗の売上
・地元の近˃の一般顧客に対して、スーパーや安売り店と比較しても、品質がよければニーズは多い。
・観光客も海外からの顧客が増えている。
その他の卸売事業についての売上は横ばい
・卸売についても、既存の取引先の飲食店の売上はかなりのǎち込みをõせており、.美味しいのは当たり前/付加価値競
争が激化している。

仕入先
優れた食材を生産する生産者は多い
・生産者から直接仕入することで収益性の効果、ȶĕ確保やトレーサビリティ対応もしやすくなる。
・生産者のとっても売上確保できることでメリットが生まれる。

チャネル
・通販事業については高級品を中心に扱うショップと、訳あり商品（形が悪かったり、キズものであった
り）を中心にした一般ショップの２極化がすすむ。
・卸売り、飲食店については既存のお得意さんが中心（現状と同じ）
・店舗事業については、全体的には売上向上を図る、特に地元の顧客の取り込み（原点回帰）の企画

競合企業
・ネットでの店舗（食品全般）、ネットの産地直売店
・大手スーパーチェーン、地元スーパー>低級品を安価に提供
・Ʉɟ店、高級スーパー>高級品を販売、ʳ˜類もɇȃ、高価
・業者専用卸>外食産業

新規参入 生産者自体がネットショップ展開するケースも増加
・ネットについては新規参入者がしやすいが、価格競争も激しいため撤退する業者も増えている。

代替品 ・安価な海外ものの商品
・「訳あり商品」も注目されつつも収益性は低く為、加工品としての商品が増加している

あるべき姿の（To-Be）業界特性表
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課題５*あるべき姿（To－Be）事業ドメイン分析
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あるべき姿（Ｔｏ-Ｂｅ）を実現するための重要成功要因（ＣＳＦ）を抽出
します。 ＣＳＦ>Critical Success Factor
抽出方法には、ＳＷＯＴ分析で抽出された強み（Ｓ）、弱み（Ｗ）、機会
（Ｏ）、脅威（Ｔ）の項目をŒ用します。

ＳＷＯＴマトリックス分析手法（クロス分析）

課題D*重要成功要因（CSF）の抽出



弱
み

弱
み

強
み

強
み

機会（Ｏ）機会（Ｏ） 脅威（Ｔ）脅威（Ｔ）

強みを活かす強みを活かす 強みを活かして脅威を機会に強みを活かして脅威を機会に

（Ｓ）

弱みをチャンスに弱みをチャンスに

重要成功要因（CSF）

課題D*重要成功要因（CSF）の抽出
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【ワークシート】

28

実éĎを高めるために、抽出した重要成功要因（ＣＳＦ）に優先順位を
つけ、絞込みをéいます。「ニーズ」「経済性」「実現性」などを評価
し絞り込みます。

また、「リスク」、「前提条件」、「制約条件」を明らかにしておくこ
とも必要です。

今回は演習では取り組みませんが、
どんなプロジェクトでも、「リスク」、「前提条件」、「制約条件」を明らかに
する必要があります。

●「リスク」とは、そのＣＳＦをęʥ、実éすることでɖ来ǥこり得る事ǳで、
プラス、あるいは、マイナスの影響を与えるものです。

● 「前提条件」とは、そのＣＳＦをęʥ、実éするためのŤめ必要な条件です。
● 「制約条件」とは、そのＣＳＦをęʥ、実éするにあたっての制限事項です。

課題７*重要成功要因（ＣＳＦ）の順位付け
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課題７*重要成功要因（ＣＳＦ）の順位付け

優
先
順
位 重要成功要因（ＣＳＦ）

ニ
ー
ズ

経
済
性

実
現
性 説 明

●手順１
各重要成功要因（CSF）を
「ニーズ」>必要ĕ合
「経済性」>費用対効果
「実現性」>実現のƏɸさ、可Ɨ性の
大小で評価します。
評価は 大← ◎○△×→ 小 の４段階。

●手順２
手順１の結果から、上位１.５位まで、
ランク付けしてください。

何を実現するための重要成功要因
（CSF）かを再確認します。

また、各CSF説明欄に具体的な実現
方法についても記載します。

30

課題７*重要成功要因（ＣＳＦ）の順位付け
【ワークシート】

優
先

順
位 重要成功要因（ＣＳＦ）

ニ
ー

ズ

経
済

性

実
現

性 説 明

①生産者情報、生産日などを表示して消費者に
安心感を与えるトレサビリティシステム

食の安全、安心が望まれている。生産者情報、生産日などト
レーサビリティを確čして消費者に安心して買っていただく。

②ネット通販事業のさらなる強化を図る（高級
志向と安価志向の２本柱）

高級品等の付加価値の高い商品を望む顧客と、品質には問題は
ないが、形が悪かったりキズが付いていて安価な商品の２分野
の販売形態をéう

③オリジナル商品の企画ė発と販売戦ʖ
沖縄産食材を使い、他の食品製造業者とタイアップしたオリジ
ナル商品の企画ė発をéい、道内外�販売をéう。もの|くり
や６次産業化の補助事業の活用ȩȨをéう。

④商品ǴĢをʬʌする（生産者、生産日、ʈ味
期限、消費期限などの記録、ǴĢ）

商品ǴĢおよびǾ生ǴĢ面のŀ備とそれをŒ用して製造された
商品を説明する。

⑤海外の観光客に対応できる環境作り（言語表示
とマニュアル化および免税許可）

増加傾向にある海外顧客（東アジア圏）に対応する、多言語表
示や単語レベルで会話を出来る教育やマニュアル整備と免税店
許可

⑥地域のお客様との関係を強化する（自社店舗の
地場密着の強化）

近˃地場顧客の強化を図り（原点回帰）現ê売上（日ʰ）を増
加させることでキャッシュフロー効果を図る

⑦適性在ɺの把握とʇ持ǴĢ、商品原価の適ƙな
把握

在ɺロスや期限ƙれによる廃棄ロスをʄŦをéい、効ǉのǡい
在ɺ回ǆをéう、また商品の原価把握もʾ細レベルまでǴĢし
てŒ益の計Ʃの制ĕを上mる。

⑧分断されたシステムのデータ連携を図り業務の
効ǉ化とスピード化を図る

卸、通販、店舗のそれぞれが別々のシステムで運用されている
ため業務の重複作業が生じている。

⑨人材育成の為に、ベテランからの教育を定期的
に実施する

ベテラン社員は、経ȊɇȃでŽȺも備わっているǀ人である、
しかし、その¿ウÀウがǜ手には直接Ţ導する事が少ない。

⑩顧客ǴĢの強化をéうための、CRMシステム
を導入する

通販顧客と店舗顧客データの連携が出来ていない、ギフトシー
ズンなどに向けてǚ合ǴĢすることで相Ǯ効果を図る。
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課題F*あるべき姿のビジネスモデル
絞り込んだ重要成功要因（CSF）が有効かどうかの検証が必要です。検証し、可視化
するツール（道具）として、バランススコアカード（BSC）の戦略マップがあります。
重要成功要因（CSF）や課題の因果関係をǟで結んでéき、Œ益向上や目標ȗ成に向
かうストーリーになっているか確認します。
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３．経営戦略Ğ定
経営戦略企ōŃ（ƿ要）の作成

主要な事業改善テーマ（戦略目標）の決定

・ＳＷＯＴ分析の結果から抽出された重要成功要因（ＣＳＦ）に優先順位をつける
・優先順位の高いＣＳＦ をいくつか選び､主要な事業改善テーマ（戦略目標）とする

優先順位

１

２

３

重要成功要因（CSF）

強み

脅威弱み

機会
SWOT分析

主要な事業改善テーマ
（戦略目標）

○○する

□□する

△△する

課題G*重要成功要因（CSF）アクションプランäĭ
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34

重要成功要因（CSF）を実現するために、「いつまでに」、「何をやるか」具体的な
アクションプランを策定します。「もれ」が無いようにいくつかの視点を用い表形式で
アクション項目を抽出し、ガントチャートなどで「Óえる化」するといいでしょう。

「もれ」が無いように、
必要な視点をʶ˗する。

ガントチャートなどでþɈʑにして、
スケジュールのõえる化を図る。

課題G*重要成功要因（CSF）アクションプランäĭ
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課題G*重要成功要因（CSF）アクションプランäĭ
【ワークシート】

ビジネス競争力 １年目 ２年目 ３年目

経営競争力
・ＩＴ経営の勉強

・経営戦略～IT戦略策定、実行
・経営戦略～IT戦略評価、見直し ・経営戦略～IT戦略評価、見直し

新しい需要・顧客
の開拓力

・二極化に対応したショップサイトの構築 ・顧客情報の一元管理 ・顧客成長戦略

業務プロセス力

顧客サポート力

仕入強化
・こだわりの持った生産者とのパイプ強化

・地元の美味しい食品生産者の取引先開拓
（水産物だけに限定しない）

・生産者直接取引量の拡大

・専属的な契約生産者の創出

・生産指導 etc

・かりゆし水産オリジナルブランド商品企
画開発

商品調達力
・優良生産者の開拓
・商品カテゴリの拡大

ＩＴ活用力
・PC利活用の指導、教育

・仕入在庫パッケージソフト導入

・適正在庫量の管理システム化

・原価計算システムの導入

・トレーサビリティシステムの検討

・ネット顧客データの一元化

・トレーサビリティシステムの導入

・各種基幹データの連携

１、ネット通販事業のさらなる強化を図る（高級志向と安価志向の２分野）を中心にＣＳＦ実現に向けてのアクションプラン



経営戦略企ōŃの構成（Ɓ）

７．まとめ（決済／承認を得る）

D．経営改革実施ĤōŃ１.３

５．目標の設定とŮ理のためのģ標

４．ビジネスモデル

３．新事業ドメイン・重要成功要因
主要マネジメント要件

２．我が社の現状と課題（現状環境分析）

１．はじめに（要約・サマリー） 経営戦略企ōŃ（ƿ要）
・社èの想い
・経営目標
・内部環境
・外部環境
・重要成功要因（ＣＳＦ）
・アクションプラン

目次

経営戦略企ōŃ
テーマ・ビジョン
「・・・・・・・・・・・・」

（ ）チーム

簡潔に
分かりƥく

課題１０*経営戦略企ōŃ（ƿ要） 作成

36

37

（経営理念）

（社長の思い）

当社の現状

当社を取り巻く外部環境 社èのƓい

重要成功要因（ＣＳＦ）

経営目標

重要成功要因のアクションプラン

（機会）

（脅威）

（強み）

（弱み）

課題1>社èのƓい

課題４>SWOT分析

課題４>SWOT分析

課題６>重要成功要因
（CSF）の抽出

課題W>重要成功要因
（CSF）の優先順位付け

課題９>ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝčŴ
（重要成功要因ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ）

課題１０*経営戦略企ōŃ（ƿ要） 作成
【ワークシート】
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お疲れ様でした。
ē上で本日の実証講座はŏƮです。

次回は、１２月４日（É）になります。

ｅ－ラーニング、水産加工業でのＡＩ・ＩｏＴの
事ƁźƇ、ビジネスモデルキャンバスについての

下調べ、などを事前にしていただけると
次回の実証講座がより効果的なものとなります。



ＩＴエンジニアのための
最新テクノロジー学び直し講座

þơ/学校法人フジ学ŵ 専門学校ＩＴカレッジ沖縄

ŷõ２´12月４日（½）

4ＡＩ、ＩｏＴŰの最新テクノロジーを活用したＩＴëŸの策定4

（テキスト）



本実証講座について

1

本演習では、経営課題を抱えるモデル企業（かりゆし水産）の経営úƭ、ＩＴúƭを
策定し「経営ëŸ企画ę（ƌ要）」及び「ITëŸ企画ę（ƌ要）」を作成していきます。
参加者の皆さんには、ツールや技法を使用して策定していくプロセスを疑似体験して
いただき、ＩＴ経営を実感していただければ幸いです。
一部演習で実際にツールや手法を用いる場面もありますので、モデル企業の経営者に
なった気持ちで取り組んで下さい。

9ケーススタディ（課題）に取り組s、事Ōを体験、ＩＴ経営を実ĩ:

Ｎｏ． 項 目 実施日
0 オリエンテーション 11/13（Æ）
１ 経営環境情報収集・分析 11/13（Æ）
２ あるべき姿の構築 11/13（Æ）
３ 経営úƭ策定 2 経営úƭ企画書（Ƽ要）の作成 11/13（Æ）
４ ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画 12/4（Æ）
５ ＩＴúƭ策定2 ＩＴúƭ企画書（Ƽ要）の作成 12/4（Æ）

実証講座 課題一覧

2

課題NO. 課題名 備 考
課題1 社Äのĵい 事前課題
課題2 現状（As-Is）事業ドメイン分析 ｸ*("ﾌﾟ演習＆発表
課題3 業界特性分析 説明課題
課題4 経営環境分析（SWOT分析） ｸ*("ﾌﾟ演習＆発表
課題5 あるべき姿（To-Be）事業ドメイン分析 説明課題
課題6 重要成功要因（CSF）の抽出 説明課題
課題7 重要成功要因（CSF）の優先順位付け ｸ*("ﾌﾟ演習＆発表
課題8 あるべき姿のビジネスモデル 説明課題
課題9 重要成功要因（CSF）アクションプランâĢ 説明課題
課題10 経営úƭ企画書（Ƽ要） 作成 説明課題
課題11 ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画 ｸ*("ﾌﾟ演習＆発表
課題12 ＩＴ成ƿèƌ価 ｸ*("ﾌﾟ演習＆発表
課題13 ＩＴ経営アクションプランâĢ 説明課題
課題14 ＩＴúƭ企画書（Ƽ要） 作成 説明課題



3

４．ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画

4

かりゆし水産では、æ後の経営úƭとして位Ň付けたCSF（重要成功
要因）を実現してÅくうえで、「ＡＩ・ＩｏＴを活用した生産向上」
も検討したいと考えています。

かりゆし水産の「ＡＩ・ＩｏＴを活用した生産向上」新サービスの
企画をÅい、ビジネスモデルとしてまとめてください。

課題１１1ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画
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■ビジネスモデルとは

事業で収益を上げるための仕組み。事業として何を¼ない、
ター�ットはƑで、どのようにしてû益を上げるのか、という
「儲け」を生み出すための具体的なシステムのこと。

何を2

Ƒに2

û益は2

課題１１1ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画

6

■ビジネスモデルキャンバスとは
ビジネスモデルキャンバスとは、ビジネスモデルを9つの要素に分類し、
それぞれが相互にどのように関わっているのかを図示したものです。
ビジネスモデルキャンバスのメリットは、A4用紙1枚で視覚的にビジネス
モデルを把握できることです。

ＣＲ
（顧客との関係）

ＣＨ
（チャネル）

ＣＳ
（顧客セグメント）

ＲＳ
（収益のřれ）

ＶＰ
（提供価値）

ＫＡ
（キー
アクティビティ）

ＫＲ
（キーリソース）

ＫＰ（キーパートナー）

ＣＳ
（コスト構造）

課題１１1ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画
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・顧客セグメント（Customer Segment）

Ë社が価値を提供して、Ö価を得るÖŧを検討します。»ƨ、œ業、ÔŲ、収入
など、様々な属性を組み合わせて、最適な顧客層を定義することが重要です。

・顧客との関係（Customer Relationships）

顧客とどんな関係性をもつのかも重要な要素です。
直接体験して接客するのか、セルフサービスなのか。
継続的な関係なのか、一è`つの関係なのかを検討します。

・チャネル（Channels）
チャネルは、顧客にビジネスの価値を提供する経ņ、またはその価値を宣伝する
経űのことをĖいます。
小売店で売るのか、オンライン上のサービスなのかを検討します。

課題１１1ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画

8

・収益のĳれ（Revenue Streams）
顧客へ商品やサービスを届けた後は、それをどう収益につなげるかを確認します。
モ£を売る場合は商品にÖしてÖ価を支ƍうřれになりますが、サービスの場合、
ÌĿ使用Łのような形şをとることもあります。また、ユーザーには無Łでサー
ビスを提供し、広告収入を得る方法も考えらます。

・提供価値（Value Propositions）
そのビジネスプランが「顧客に対してどのような価値を与えるのか」は、その
事業のřī価値といってもよいでしxう。顧客の生活をŶûにするのか、ƅ楽を
与えるのか、もしくはコストの削減などに寄与するのか、新たな可能性を提供す
るのか。顧客のニー�やƁĎをŞĶさせる要素をÅ¹します。
「安く買える」「時間が節約できる」「楽しい時間が過ごせる」といった有形・
無形のメリットが価値に含まれます。

・コスト構造（Cost Structure）
リソースを確ïしたり、外部委託をÅったりするには、一定のコストがかかりま
す。材Łŉ・人件ŉ・販売ƫ進ŉなどのあらゆるŉ用をĚ上します。そして、
コストと収益を比較し、û益を上げられる体ŀになっていることを確認すること
で、ビジネスモデルが実ÅŖķであるとġŔiけることができます。

課題１１1ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画
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・キーアクティビティ（Key Activities）
そのビジネスモデル実現のために、会社が取り組まなければならない活動のこと
です。「事業内ĳ」と考えていいでしょう。販売をÅうのか、製造をÅうのか
ネットサービスのı営をÅうのか等を検討します。

・キーリソース（Key Resources）
ビジネスモデル実現のために必要な資源です。経営における資源は4つ、ヒト、
モ£、カネ、情報です。どんなƐ業éがいるのか、Ăみとなるü材Łがあるのか、
資Æ源はどこなのか、特Ɵを持っているのか等を検討します。

・キーパートナー（Key Partners）

1つのビジネスの全てのプロセスを自社のsで¼う事は³Ĭ難しいことです。
そのため、ビジネスモデル実現のためにはパートナーが必要となります。
販売を代替してくれる小売店なのか、製造を委託する製造業なのか、資源を提供
してくれるサプライヤーなのか等を検討します。

課題１１1ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画

10

■事ŌƊŎ（１）

ＣＲ
（顧客との関係）

ＣＨ
（チャネル）

ＣＳ
（顧客セグメント）

ＲＳ
（収益のřれ）

ＶＰ
（提供価値）

ＫＡ
（キー
アクティビティ）

ＫＲ
（キーリソース）

ＫＰ
（キーパートナー）

ＣＳ
（コスト構造）

カミソリを研ぐ
Ä間をÿく

成人男子

継続使用

小売店

カミソリ本体の購入
頻繁な替刃の交換

マーケティング、製造、
ĳ通、O;J

マーケティング
O;J、ĳ通

ブランド
特許

メーカー小売店

ジ¯ット（替刃カミソリ）の事Ō

課題１１1ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画
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■事ŌƊŎ（２）

ＣＲ
（顧客との関係）

ＣＨ
（チャネル）

ＣＳ
（顧客セグメント）

ＲＳ
（収益のřれ）

ＶＰ
（提供価値）

ＫＡ
（キー
アクティビティ）

ＫＲ
（キーリソース）

ＫＰ
（キーパートナー）

ＣＳ
（コスト構造）

Ç性能自ĮĆ
盗難防止
Śŵľâ

購入費用削減

自ĮĆ通勤者毎月、オンライン
による情報提供

自ĮĆō売店
インターネット

自ĮĆ本体ō売
毎月のサービスû用ğ収入
アプリō売Äöğ

プラットフォーム維持コスト
人的コスト
購入費用補助コスト

プラットフォーム保守
パートナーľâ

顧客ľâ

プラットフォーム
分析データベース

部品メーカー
自ĮĆō売店

警察
ŉŜé関
自治体

ＷＥＢサービス会社

ＩｏＴを活用した自ĮĆ盗難防止サービスの事Ō

サイクリスト

課題１１1ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画

12

【ワークシート】
課題１１1ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画

ＣＲ（顧客との関係）

ＣＨ（チャネル）

ＣＳ（顧客セグメント）

ＩＴ化が遅れており独自で
ＡＩ・ＩｏＴ導入ができない
県内の中小規模の
水産加工業者

ＲＳ（収益の流れ）

ＶＰ（提供価値）ＫＡ（キーアクティビティ）

ＫＲ（キーリソース）

ＫＰ（キーパートナー）

ＣＳ（コスト構造）

サービス名：
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５．ＩＴëŸ策定
ＩＴëŸ企画ę（ƌ要）の作成

14

効果的なＩＴ投資には身の丈にあっていることも重要です。 「ＩＴ成ƏÚモデル」
を活用し¼社のＩＴ化のレベルをチ�ックします。ūŢãのあるＩＴ活用をするに
は、中小企業でも「成ƏÚ¯ベル３」が必要とされています。「成ƿèレベル」を
アップし身の丈:ＩＴ活用の実ãをあげていくĚ画をâてます。

レベ
ル ＩＴ活用Ö IT人ŪÖ IT企業ĝ化Ö ＩＴインフラÖ

０ ƙベースの情報ď用 ＩＴĨƉなし 文書化されていない仕事
の手順 ＩＴインフラなし

１ 個人レベルで過去の電子
情報ď用 個人ベースのＩＴĨƉ 部分的に文書化された

仕事の手順
ネットワーク接続されて
いない単独パソコン

２ 部分的（部門内）に共有
された過去の電子情報ď用

ＩＴ兼務者によるＩＴ
インフラŨñとＩＴĨƉ
普及

文書化された仕事の手順 社内で統合化されていな
いネットワーク

３
全社で統合され、過去＋現
在の状ƂがÐえる電子情報
ď用

ＩＴ推進キーマンによる
ＩＴインフラŨñとＩＴ
活用支援

文書化され、守られてい
る仕事の手順 社内統合ネットワーク

４
企業間の情報共有が実現し、
現在とƒćがÐえる電子
情報ď用

ユーザーの視点でIT化
要件の定義ができるＩＴ
経営企画人材

ŷ外をźめ文書化され、
守られ、継続的な改善が
Åわれている仕事の手順

社内外イントラネット

５ 企業間で最適化された電子
情報ď用

ÓèのIT活用ビジネスモ
デルâĢができるＩＴ経
営企画人材

バーチャルカンパニーと
して統合化され、最適化
された仕事の手順

企業間ネットワーク

課題１２1ＩＴ成ƏÚŠ価
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ITŁĻÖ
IT成ƏÚ¯ベル

０ １ ２ ３ ４ ５

IT活用Ö

IT人ŪÖ

IT企業ĝ化Ö

ITインフラÖ

（記載方法） @1現ī → <11´後 → =1２´後

【ワークシート】課題１２1ＩＴ成ƏÚŠ価

16

IoT活用ビジネスを実現するために、「いつまでに」、「何をやるか」具体的なアクション
プランを策定します。「もれ」が無いようにいくつかの視点を用い表形式でアクション項
目を抽出し、ガントチャートなどで「Åえる化」するといいでしょう。

「もれ」が無いように、
必要な視点をƷǀする。

ガントチャートなどでØƎƩにして、
スケジュールのÐえる化を図る。

課題１３1ＩＴ経営アク�«ンプランÕć
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【ワークシート】

課題１３1ＩＴ経営アク�«ンプランÕć

◆1重要成功要因 １´目 ２´目 ３´目

＜全体スケジュール＞

＜ＩＴ化 個別スケジュール＞

＜ガントチャート＞

18

当社のＩＴ化の現状

当社の成功要因 社ÄのＩＴ化に関するĵい

ＩＴ経営úƭテーマ

ＩＴ経営アクションプラン

ＩＴ成ƏÚ
現在 １»後 ２»後

ＩＴ活用
ＩＴ人材
ＩＴ企業文化
ITインフラ

ＩＴ成ƿè
現在 １»後 ２»後

ＩＴ活用
ＩＴ人材

ＩＴ企業文化
ＩＴインフラ

課題12/IT成ƿèƌ価

課題D/重要成功要因
（CSF）の優先順位付け

課題D/重要成功要因
（CSF）の優先順位付け

課題12/IT成ƿèƌ価

課題９/ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝâĢ
（重要成功要因ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ）

経営ëŸとのĿŕし
課題９/ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝâĢ
（重要成功要因ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ）

課題13/ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝâĢ
（IT経営ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ）

と「当社のIT化の
現状」より策定

課題13/ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝâĢ
（IT経営ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ）

と「IT経営ëŸテーマ」
より策定

課題１４1ＩＴëŸ企画ę（ƌ要） 作成
【ワークシート】
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さいごに

２日間、お疲れ様でした。
÷上で本実証講座はäてĥŹです。

今Ó、ůĊしたČśを活かして
今後の仕事に活用頂ければ幸いです。
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KGI
Key Goal Indicator

KPI
Key Performance 
Indicators

1 ------------------------------------------------------

------------------------------------------------------

------------------------------------------------------

AI IoT
IT

IT

12

11



POS

1 ------------------------------------------

-------------------------------------------

-------------------------------------------

20

/Amazon

IT

1 2 2.5

0.5 1.5 2

0 1 2

IT 2 2.5 3
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担当 内容 分類 時間 備考

事前

13:00～13:05 事務局 開校式 説明 5分

13:05～13:15 赤羽 オリエンテーション（IT経営、実証講座の進め方） 説明 10分

13:15～13:20 赤羽 ケース企業説明 説明 5分 事前課題

13:20～13:25 赤羽 課題１：社長の思い 説明 5分 事前課題

説明 5分

ｸﾞﾙｰﾌﾟ演習 25分

発表・解説 10分 40分

14:05～14:10 赤羽 課題３：業界特性分析 説明 5分 説明課題

14:10～14:20

説明 5分

ｸﾞﾙｰﾌﾟ演習 30分

発表・解説 15分 50分

15:10～15:15 安谷屋 課題５：あるべき姿（To－Be）事業ドメイン分析 説明 5分 説明課題

15:15～15:25 安谷屋 課題６：重要成功要因（CSF）の抽出 説明 10分 説明課題

15:25～15:35

説明 5分

ｸﾞﾙｰﾌﾟ演習 40分

発表・解説 10分 55分

16:30～16:40 赤羽 課題８：あるべき姿のビジネスモデル 説明 10分 説明課題

16:40～16:45 赤羽 課題９：重要成功要因（CSF）アクションプラン立案 説明 5分 説明課題

16:45～16:55 赤羽 課題１０：経営戦略企画書（概要版） 作成 説明 10分 説明課題

16:55～17:00 赤羽 本日のまとめ、次回の予定 説明 5分

事前

13:00～13:10 赤羽 前回の振り返りと本日の予定 説明 10分

説明 15分

ｸﾞﾙｰﾌﾟ演習 60分

発表・解説 15分 90分

14:40～14:55

説明 5分

ｸﾞﾙｰﾌﾟ演習 20分

発表・解説 10分 35分

15:30～15:40 赤羽 課題１3：ＩＴ経営アクションプラン立案 説明 10分 説明課題

15:50～16:00 赤羽 まとめ 説明 10分

実証講座　時間割

赤羽 課題７：重要成功要因（CSF）の優先順位付け

日時

13:25～14:05

14:20～15:10 安谷屋

休憩

課題４：経営環境分析（SWOT分析）

ケース資料の読み込み、事前課題（課題1：社長の思い）

15:35～16:30

説明赤羽

課題１２：ＩＴ成熟度評価

10分 説明課題課題１４：ＩＴ戦略企画書（概要版） 作成

赤羽 課題２：現状（As－Is）事業ドメイン分析

休憩

ｅ-ラーニング、AI・IoTの導入事例（食品製造業）、ビジネスモデルキャンバスについての学習

11/13

（金）

休憩

課題１１：ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画安谷屋13:10～14:40

12/4

（金）
14:55～15:30 赤羽

15:40～15:50
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ケース資料 「サンゴ建設株式会社」 
 

当ケースは、「サンゴ建設」という架空の中小建設会社です。 

そのため、IT 化の現状やビジネスプロセスやビジネスルールなどをはじめ、資本金、売上高、経常利益等

の財務に関する指標も全て架空のものです。 

当 PBL では、与えられた条件から「経営戦略」を策定し、この「経営戦略」を実現する「ＩＴ戦略」策定

までの一貫したプロセスを学びます。 

自らがそれぞれの場面において、「サンゴ建設」の経営者になったつもりで、どの様なことを行うかを考

え、当該ケース企業に何が必要かに気づいて頂きたいと思います。 

なお、当 PBL で必要な知識やスキル、さらに実践するためのツールやモデル作成手法等を限られた時間

で学ぶことに主眼を置いているため、資本金、売上高、経常利益等の財務に関する指標は、必要な部分を

除いて全て省略しています。 

 

１．基本情報 

 

【企業情報】 

会社名：サンゴ建設株式会社 

本社所在地：沖縄県那覇市 

従業員：60 名 

資本金：4,000 万円／完工高：30 億円 

事業内容：総合建設業（土木、建築） 

主要取引先：内閣府沖縄総合事務局、沖縄県、那覇市、宮古市、石垣市 他 

 

【役員】 
 

代表取締役社長 酒井 秀樹 

専務取締役   原田 高雄(営業本部長) 

常務取締役   木村 勝三(工事本部長) 

その他の役員は全て酒井社長の親族  

 

【経営理念】 

高度な建設技術力を通じて沖縄県の発展に寄与する。 

 

【事業内容】 

主に内閣府沖縄総合事務局や沖縄県のほか、県内の市町村から土木、建築の公共工事を元請けで受注して

いる。他にマンションや鉄筋コンクリート造の住宅を県内民間発注者より受注している。 

年間売上高は 1998 年をピークに落ち込む一方であり、現在の土木・建築の売上高比率は、60％対 40％

である。 

 

【組織体制】 
 

・本社：50 名 

  管理本部（総務・経理・品質）：10 名 

  土木事業部（営業：５名、技術：17 名） 

  建築事業部（営業：５名、技術：13 名） 

・宮古支店：6 名（営業：2 名、技術：4 名） 

・石垣支店：4 名（営業：1 名、技術：3 名） 
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２．当社をとりまく状況 
 

創業４０年の当社は、地元の総合建設会社として地域に密着したスタイルで営業してきたが、社長の高齢

化も踏まえ、３年前に事業承継を行い、酒井秀樹社長（４０歳）に代替わりしたところである。酒井社長

は大学卒業後、首都圏で中堅ゼネコンに就職したが、７年前に家業を継ぐため地元にＵターンしていた。 

 

建設業界では好景気が続いており、東京オリンピック、リニア新幹線、災害復旧工事、橋や道路など大型

インフラの補修工事、新築減少に伴う大規模修繕工事などリニューアル工事の増加など、土木工事の仕事

が多岐に渡ってきている。 

 

ところが、業界全体として人材不足が深刻な問題として存在する。技術者や資格保有者の減少は、工事自

体を受注できないことにもなり、仕事はあるのに人材不足で事業縮小を余儀なくされる会社も出てきてい

る。「3K」に代表されるように建設業界のイメージが悪いことで若者が入ってこないということも大きな

要因で建設業界のイメージも変えていかなければならない。 

建設業界の人材不足問題を重く見た政府は「i-Construction」を掲げている。 

ＩＴ技術やＡＩ技術を導入することで、ＡＩやロボットが人に変わって仕事をするという方針で、今後、

建設業界も大きく変わっているように思われる。 

 

 

（＊１）国土交通省は建設現場の生産性向上に向けて、測量・設計から、施工、さらに管理にいたる全プロ

セスにおいて 、情報化を前提とした新基準「i-Construction」を 2016 年度より導入。ICT 土工、

ICT 舗装工に続き、ICT 浚渫工（港湾局）について、全国で取り組みが進んでいる。 

 

 

３．社長の思い 

 

当社としては「i-Construction」の必要性は早くから感じており、ドローンを活用した測量など、一部取

り入れているが、情報化施工までは程遠い情況にある。これについては同業他社も同じ状況で人手不足に

加えてＩＴ活用の遅れが生産性向上を実現できない大きな理由となっている。 

 

今後も当社が生き残り、従業員の雇用を守っていくにはこの厳しい環境の中で普遍的に生き残れるだけの

体質を作り上げるしかない。3年後には再び 50億円の売上高を回復させるために、当社の保有する技術を

ベースに今後市場の拡大が見込まれる新分野の進出を検討し受注拡大を図り、道内有数の総合建設業の地

位を目指したい。 

 

今後、わが社の生き残りをかけて抜本的な企業体質転換を推進し、新規事業などを検討して、わが社が進

むべき方針を定めた経営戦略の策定を早急に進める必要がある。 

 

まずは、当社で「i-Construction」を実践することでＩＴとＡＩ活用による生産性向上を実現したい。 

また、将来的には、そのノウハウを指導するサービスを建設機械とセットで商品化して販売するというビ

ジネスモデルを新規事業として立ち上げたいと考えている。 

大学時代の友人がＩＴ企業を経営しているため、このビジネスモデルの実現のため協業することもできそ

うだ。 
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４．当社のＩＴ化の状況 
 

社内の状況は、本社内に LANが導入され、文書データ等の共有が始まっている。また、総務部内でのみグ

ループウェア（＊１）の導入が行われている。基幹系システム（財務、給与、原価管理）はオフィスコン

ピュータ（＊２）で運用されているが、20年近く運用されコンピュータそのものが老朽化し保守契約も継

続が難しい状況である。また、原価管理システムは月次集計のためあまり機能していない。 

 

電子メールは、全社員にメールアドレスを与えて、支店や現場事務所とのやり取りも電子メールを使って

いる。ホームページは、8 年前に外部のソフトウェア開発会社へ委託して作成し公開しているがあまり効

果があるとは感じていない。 

 

設計部門では、以前より CAD （＊３）を導入し設計図と施工図を作成している。ただし、図面ファイルの

管理は上手く出来ていない。各人のパソコンのフォルダーに置かれたままである。現場事務所にもパソコ

ンが導入されているが、 

 

本社とはまだ通信回線で接続されていない。パソコン好きの現場所長がいる 

現場事務所では、独自にプロバイダーと契約をしてインターネットを活用している。 

 

総務部の１名は、ＩＴ企業から転職したためＩＴに詳しく、社内ＰＣの管理、メールアドレスの管理、ホ

ームページの更新等を行っている。但し、彼がいないと何もわからない状況になるので、ある意味リスク

と言えるかもしれない。 

 

モバイル端末（＊４）を活用し全社的にグループウェアの利用を進めて情報共有を行いたい。教育と並行

して少しずつＩＴ化を進めていきたい。 

 

 

（＊１）グループウェアとは、企業などの組織に所属する人々のコミュニケーションを円滑にし、業務の効

率化を推進するためのソフトウェアで、「スケジュール管理」、「ファイル」、「設備予約」、「メンバー

の連絡先一覧」などスムーズに業務を行うために必要な機能が搭載されている。 

 

（＊２）オフィスコンピュータ（略称：オフコン）とは、主に中小企業等での事務処理を行うために設計さ

れた、比較的小型のコンピュータ。主に日本のみで使われる呼称で、海外ではミニコンピュータ、

ワークステーション、ミッドレンジコンピュータなどと呼ばれるコンピュータの一形態で、各メー

カーによる独自設計が用いられていることが特徴である。 

 

（＊３） CAD《Computer-Aided Design》とはコンピューターを利用して行う機械や構造物の設計・製図。 

また、その機能を組み込んだコンピューターシステムやソフトウエアを指す。 

 

（＊４）モバイル端末とは、小型・軽量で持ち運びに適した電子機器の端末の総称で、例として、携帯電話、

スマートフォン、タブレット型端末などがある。 
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５．従業員からのヒアリング 
 

・以前の建築工事では何件かは特命で受注できていたが、最近では必ず競争になり当社提示価格では受注 

出来ない場合がある。 

・特に民間建築の工事は工事費低減と工期短縮の要請が強い。 

・当社の施工物件は高品質との評価があるが、コスト競争力が弱いのではないか。 

・取引先営業に社長の同行をお願いしたい場合があるが、社長のスケジュールが分からない時がある。 

・当社は縦割りの情報伝達方式なので必要な情報が必要な社員へ伝わっていない。 

・もう少し会社の方針や計画など社員へ情報公開しても良いと思う。 

・営業活動の経過報告が週次形式になっているため、商機を逃す場合がある。 

・当社の財務面は健全なほうだと思う。 

・2000 年に認証取得した ISO9001 が定着し、竣工後のクレーム件数も減少した。 

・人事制度については無いに等しい状態ではないのか。適材適所にはほど遠い状態だと思う。 

 意欲のある人が会社を辞めるようなこともある。 

 

・施工管理技士や建築士などの資格取得に対する手当が他社に比べて低くはないか。 

・特に技術職員が高齢化している。好景気や不景気の波で均等な社員採用が出来なかった。 

 幸い、最近は若手社員は充当できているが中堅社員が少ない。 

・土木部門は CAD 利用が遅れている。土木 CAD ソフトの標準も決まっていない。 

・土木も建築も今後はリニューアル分野（維持補修工事）が有望だ。 

・業界構造は大きく変化する。今までの系列は崩れるので、従来の専門工事業者との取引も見直しが必要

だ。 

・当社の歴史は公共工事の土木分野で技術を磨いてきた。施工品質も高く地域仕会に貢献してきた。今後

は、後発の建築分野での施工技術を向上させることで建築工事における価格競争力を向上させたい。 

・最近は、ダンピングして工事を受注しようとする会社がある。その影響で財務体質の弱い会社がいくつ

か潰れている。 

・現場所長によっては設計変更を上手くやって追加工事を増やしているが、そのノウハウが社内で展開さ

れていない。 

 

・ものによっては施工材料費がかなり下がっているが、その情報が各工事現場の調達に有効に活かされて

いないように思う。 

・受注した工事が、今どの程度まで進捗しているかがまったく見えない状態である。 

・建築工事の営業段階において、施主の要求に応じて当社ではいくらで出来ます、と短時間で回答できる

ようにして欲しい。 

・工事は現場所長任せになっているので、施主から工短要請があっても対応できないことが多い。 

・そもそも本社と各現場事務所とで通信回線が繋がっていないので、タイムリーな情報のやりとりができ

ない。 

・公共工事も工事費が計画的に縮減され利益率が低下している。建築工事も受注時の価格競争が激しく赤

字工事が多くなっている。 

・原価管理については、月次の原価報告書が本仕へ提出されているが、最終原価が竣工段階で大幅に計画 

と異なることが多い。 

・当社も BCP（事業継続計画）が必要だ。災害時に活躍できないなら、地域密着型の企業とは言えない。 

 

・価格競争力が厳しくなった上に、粗利が減ってきていることから、もっと厳密な原価管理をしないと、

利益が確保できない。 

・今後の方向性として、どういった原価管理システムを導入すべきか悩んでいる段階にある。 

・工期の短い工事が多くなり、月次の原価管理では対策が手遅れになることがある。 
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・このためか、工事日報レベルで各工事の原価の明細が把握でき、実行予算書の差異を把握する要望が出

ている。 

・維持補修工事の受注へ向けた対策が不明確であり、受注に必要な工事実績情報の整理も出来ていない。 

・維持補修工事では鉄筋コンクリート造の住宅建築の実績が生かせる。 

・本社内ではほぼ全員がパソコンを活用できるが、役員クラスでパソコンが使えない人もいる。工事現場

部門では若手の社員は自分のパソコンを持ち込んでまでして活用しているが、所長クラスでパソコンが

嫌いだといっている人もいる。 

・今回は社長が相当やる気を出しているのでトップダウンが期待できる。 

 

 

 

 

 

（参考）情報化施工 

 

・汎用の建設機械に GPS、ジャイロ、レー  

   ザスキャナなどの計測機器及び制御用 PC   

   を搭載することによって自動機能を付加 

   し、自動運転を実現。 

 

・施工条件の異なる数多くの作業での熟練 

   オペレータの操作データを収集・分析し、 

   自動運転の制御方法に取り入れているた 

   め、熟練オペレータと同等の品質が得ら 

   れる。 

 

・リアルタイムでの自己位置・姿勢、周辺 

   状況の計測結果から、人や障害物の他、 

   走路の安全性などを認識し、自動停止、 

   自動再開などの機能を備える等、安全性 

   を確保した自律運転を実現。 

 

・少人数で多数の建設機械を扱うことが可能。また、機械に設置されたセンサ類から得られる出来形など

の施工データを 3 次元設計・施工モデルへ反映させることで、CIM、i-Construction の推進にも貢献。 

 

出典：鹿島建設ホームページより 
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担当 内容 分類 時間 備考

事前

13:00～13:05 事務局 開校式 説明 5分

13:05～13:15 オリエンテーション（IT経営、実証講座の進め方） 説明 10分

13:15～13:20 ケース企業説明 説明 5分 事前課題

13:20～13:25 課題１：社長の思い 説明 5分 事前課題

説明 5分

ｸﾞﾙｰﾌﾟ演習 25分

発表・解説 10分 40分

14:05～14:10 課題３：業界特性分析 説明 5分 説明課題

14:10～14:20

説明 5分

ｸﾞﾙｰﾌﾟ演習 30分

発表・解説 15分 50分

15:10～15:15 課題５：あるべき姿（To－Be）事業ドメイン分析 説明 5分 説明課題

15:15～15:25 課題６：重要成功要因（CSF）の抽出 説明 10分 説明課題

15:25～15:35

説明 5分

ｸﾞﾙｰﾌﾟ演習 40分

発表・解説 10分 55分

16:30～16:40 課題８：あるべき姿のビジネスモデル 説明 10分 説明課題

16:40～16:45 課題９：重要成功要因（CSF）アクションプラン立案 説明 5分 説明課題

16:45～16:55 課題１０：経営戦略企画書（概要版） 作成 説明 10分 説明課題

16:55～17:00 本日のまとめ、次回の予定 説明 5分

事前

13:00～13:10 前回の振り返りと本日の予定 説明 10分

説明 15分

ｸﾞﾙｰﾌﾟ演習 60分

発表・解説 15分 90分

14:40～14:55

説明 5分

ｸﾞﾙｰﾌﾟ演習 20分

発表・解説 10分 35分

15:30～15:40 課題１3：ＩＴ経営アクションプラン立案 説明 10分 説明課題

15:50～16:00 まとめ 説明 10分

課題１４：ＩＴ戦略企画書（概要版） 作成

実証講座（サンゴ建設）　時間割

課題７：重要成功要因（CSF）の優先順位付け

日時

13:25～14:05

14:20～15:10

休憩

課題４：経営環境分析（SWOT分析）

ケース資料の読み込み、事前課題（課題1：社長の思い）

15:35～16:30

課題２：現状（As－Is）事業ドメイン分析

休憩

ｅ-ラーニング、AI・IoTの導入事例（食品製造業）、ビジネスモデルキャンバスについての学習

1日目

休憩

課題１１：ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネスモデル企画13:10～14:40

2日目

14:55～15:30

15:40～15:50 説明

課題１２：ＩＴ成熟度評価

10分 説明課題
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